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はじめに 

 このたび、七飯町のこれから 10年を見据えたまちづくりの

基本指針として、「第６次七飯町総合計画」を策定いたしまし

た。 

 本計画は、「人と自然が調和し 未来への笑顔輝くまち な

なえ」を町の将来像に掲げ、その実現に向け、各分野の施策を

総合的かつ計画的に推進するための羅針盤となるものです。 

 近年、人口減少・少子高齢化の進行に加え、物価高騰や人手

不足、気候変動に伴う猛暑・豪雨など災害リスクの高まりなど、社会経済情勢は大きく

変化しております。実際に、豪雨や地震等により、道路・河川・農業施設など生活や産

業の基盤が影響を受ける場面もありました。 

 町政運営には、暮らしを支えるサービスを将来にわたり維持しつつ、変化に柔軟に対

応する力が一層求められています。こうした中でも、これまでの取組の積み重ねを大切

にしながら、必要な施策の重点化を図り、見直しを行うとともに、実行性の高い計画と

して取りまとめました。 

 町としては、本計画に基づき、保健・福祉、子育て・教育、防災・減災、産業振興、

交通・都市基盤、公共施設の適正管理、行政サービスの質の向上など、暮らしの基盤を

支える取組を着実に進めてまいります。 

 また、健全で持続可能な行財政運営のもと、デジタル技術の活用や広域的な連携も視

野に、誰もが安心して暮らし、地域の魅力を実感できるまちづくりを進めます。 

 七飯町は、赤松街道や大沼国定公園をはじめとする豊かな自然環境、道の駅「なない

ろ・ななえ」に象徴される地域資源、そして道路・鉄路の交通結節点としての強みなど、

多くの魅力を有しています。これらの資源を守り、磨き、次世代につなげることが、計

画推進の重要な視点です。 

 そして何より、計画の実現には町民の皆様の参画と協働が欠かせません。「町民の声

を生かして創る七飯町」という姿勢のもと、対話を重ね、七飯町議会、地域団体、事業

者、関係機関の皆様と力を合わせ、誇りと安心を感じられるふるさとであり続けられる

よう取り組んでまいります。 

 おわりに、本計画の策定にあたりご尽力を賜りました七飯町総合開発振興計画審議会

委員の皆様、七飯町議会議員の皆様、住民アンケート等で貴重なご意見をお寄せくださ

った町民の皆様に心から感謝申し上げますとともに、今後とも一層のご指導とご協力を

賜りますようお願い申し上げます。 

七飯町長 杉原 太 
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第１章 計画策定の位置付けと背景 

 

１ 七飯町の位置と地勢 

七飯町は、北海道渡島半島の南部に位置し、北海道の玄関口である函館市から北に約 16

㎞の距離にあり、216.75 ㎢の面積を有する町です。函館空港からは車で約 20 分、ＪＲ函

館駅からは函館本線で約 20 分の距離に、また、北海道の中心地である札幌市からはＪＲ

で約３時間の距離にあります。北方は、宿野辺川を境に森町に、北東は雨鱒川を境に鹿部

町に、南東は横津岳の山頂より蒜沢川を境に函館市に、平野部の西方は北斗市にそれぞれ

接しています。 

町域は、大沼トンネルを境に北部と南部に分かれ、北部の大沼地区には活火山の秀峰駒

ヶ岳（標高 1,131m）と大沼・小沼・蓴菜沼を擁する大沼国定公園があり、ＪＲ大沼駅・大

沼公園駅周辺は市街地が形成されており、それに接続する平坦地は水田、山麓一帯には畜

産・畑作地帯が広がっています。南部は、ほぼ中央を国道５号が縦断しており、国道沿線

は市街地として開発が進んでいますが、西方の平野部は水田、東方の丘陵地帯は畑作・果

樹地帯として利用されています。 

道路交通網は、函館・札幌間を結ぶ主要幹線国道５号を主軸に、主要道道上磯峠下線、

道道大沼公園鹿部線など、道道７路線で広域幹線網を形成しています。また、令和３年３

月に函館新外環状道路赤川ＩＣ～函館空港ＩＣ間が開通し、函館空港から七飯町内へのア

クセス時間は大幅に短縮されました。今後予定されている北海道縦貫自動車道七飯ＩＣの

整備等によって、さらなる交通アクセスの向上が期待されます。 

鉄道は、国道５号とほぼ並んで走るＪＲ函館本線が町内を通り、大沼国定公園の観光で

も象徴的な景観を構成しています。また、北海道新幹線が新函館北斗駅まで開通し、本州

からの鉄道でのアクセスが大幅に改善しました。このほかの海上交通、空路でも、函館港

や函館空港をはじめ、交通手段が充実し、道南の交通結節点という立地条件となっていま

す。 
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２ 計画策定の目的 

七飯町は、総合計画をまちづくりの羅針盤とするとともに、町の最上位計画に位置付け、

各施策を推進しています。町の取組の方向性を定め、各種取組を総合的に進捗管理し、住

民の皆様にわかりやすく伝えることを目的としています。 

七飯町は、令和３年３月に、令和３年度を起点に令和７年度を目標年度とした「第５次

七飯町総合計画＜中間見直し版＞」を策定し、「さらに優しく、たくましく 笑顔あふれ

る未来をめざして」を将来像に掲げ、各種施策を推進してきました。 

七飯町を取り巻く状況は、人口減少や少子高齢化の進行、気候変動による災害の増加、

情報技術の進歩などにより大きく変化しており、それぞれがもたらす課題に直面していま

す。 

一方で、新幹線の開通や、函館新外環状道路の赤川ＩＣ～函館空港ＩＣ間の開通などに

よって、外部との交通の利便性は大きく向上しています。さらに、道の駅なないろ・なな

えの人気も相まって、鉄道・道路の良好なアクセスを背景に交通の要衝としての優位性が

一段と高まっています。 

このように様々な社会変化に柔軟に対応しながら、持続可能なまちづくりを推進するた

めに、町民と行政が協働しながら、地域の資源を生かし、創意工夫を重ねて活力あるまち

づくりを推進していくことが求められています。 

この第６次七飯町総合計画は、こうした社会経済情勢を踏まえつつ、これまでのまちづ

くりの成果を継承しながら発展させることを目指し、七飯町の施策・事業を総合的に推進

するために策定するものです。 

 

  



4 

３ 計画の役割 

本計画は、七飯町の発展に向けた将来像と基本目標を定め、その実現に向けて様々な分

野における道筋を示すものです。 

まちづくりにおける総合計画は、次のように位置付けます。 

 

町の最上位計画としての「まちづくりの羅針盤」 
 

本計画は、七飯町におけるすべての計画や施策の最上位に位置付けられる計画です。同

時に、町の目指すべき将来像を描き、将来像の実現に向けた取組の方向性を示す「まちづ

くりの羅針盤」としての役割があります。 

 

住民と行政の協働により実現する「まちづくりの行動指針」 
 

まちづくりには、住民と行政の協働が不可欠です。本計画は、住民と行政が協力し合う

関係を生み出しつつ、目指すべき将来像の実現に向けた取組を進めていくための「まちづ

くりの行動指針」としての役割があります。 

 

まちづくりを確実に実行するための「進捗管理のものさし」 
 

本計画は、町が目指す将来像に向けた取組を総合的に定めるとともに、それらが確実に

実行されているか進捗管理し、評価する「「進捗管理のものさし」としての役割があります。 

 

 

総合計画の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

まちづくりの

羅針盤

進捗管理の

ものさし

まちづくりの

行動指針
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４ 計画の構成と期間 

（１）計画の構成 

本計画は、「基本構想」「基本計画」により構成します。 

 

■基本構想 

基本構想は、町政運営を総合的かつ計画的に行う指針となるものであり、将来像、基本

目標を明らかにするものです。 

 

■基本計画 

基本計画は、基本構想に掲げた将来像や基本目標を実現するため、今後推進すべき基本

施策及び主要施策を体系的に示したものであり、各分野における施策の基本的な方向性を

明らかにするものです。 

 

■実施計画 

基本構想と基本計画をもって総合計画とし、基本

計画の各分野に、その内容の推進により目指すべき

目標指標（内容を代表するような項目を取り上げて

いる成果指標と活動指標）を定めています。この基

本計画により、総合計画を軸とした政策評価を行い

ます。 

目標指標は、定期的に点検と評価による見直しを

行い、将来的には住民参画による、目標指標の設定

と事業展開につなげます。 

また、実施計画は、基本計画に示した主要施策に

基づき、具体的に実施する事業を定めるものであ

り、毎年、予算編成とともに見直しを行い、マネジ

メントシステムとの連携を図り、総合計画の進捗管

理を行います。 

 

 

 

 

 

 

  

基本構想 

基本計画 

実施計画 

総合計画の構成 
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（２）総合計画と総合戦略との関係 

総合計画は、町民と行政が共有する指針であり、行政運営の最上位の計画となるものと

して、各施策分野の個別計画と整合性を図りながらまちづくりを進めています。 

一方、地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）は、「「まち・

ひと・しごと創生法」（平成 26「年 11「月施行）に基づき、特に重要かつ喫緊の課題である

人口減少・少子高齢化への対応を目的とする個別計画の一つであり、本総合計画では人口

ビジョンを示したうえで、総合戦略を第４部に掲載しています。 

本総合計画と総合戦略を一体的に策定し、進捗管理を行うことで、施策の整合性を確保

し実効性のある計画としています。 

 

（３）計画の期間 

基本構想及び基本計画は、令和８年度を初年度とし、令和 17年度を目標年度とします。

なお、総合戦略は５年ごとに改訂します。 

ただし、基本計画は、令和８年度から令和 12 年度を前期計画期間とし、中間年となる

令和 12 年度に社会情勢や住民ニーズ等を踏まえ、進捗状況を含めて計画を見直し、令和

13 年度から令和 17 年度を計画期間とする後期基本計画を策定します。 

 

 令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

令和 
12年度 

令和 
13年度 

令和 
14年度 

令和 
15年度 

令和 
16年度 

令和 
17年度 

基本構想           

基本計画     
 

     

総合戦略     

改訂 

     

 

 

 

 

 

 

  

10 年 

前期５年 

後期５年 
中間 

見直し 

５年 

５年 
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５ 七飯町の特性と政策展開の視点 

（１）自然と生活が調和したまち 

＜特性と背景＞ 

○大沼国定公園をはじめ、仁山高原、横津岳、

赤松街道など、四季折々の表情をみせる豊

かな自然と、国道５号沿いに発展した、利

便性の高い市街地での生活が調和してい

る。 

 政策展開の視点 

○豊かな自然環境と共生するま

ちとして、移住定住の地として

選ばれるまちにつなげる。 

 

（２）交通の結節点 

＜特性と背景＞ 

○新函館北斗駅が近隣に位置し、国道５号や

函館新道により、函館市など周辺地域への

アクセスが良好である。さらに、北海道新

幹線の総合車両基地が所在し、札幌延伸に

伴いさらなる鉄道関連の雇用も見込まれ

る。 

 政策展開の視点 

○交通の結節点としての特性を

活かしたまちづくりにより、企

業誘致を進め、定住人口の増加

につなげるとともに、外部から

の交流人口の増加を図る。 

○新規雇用による、生産年齢人口

の増加と個人所得の向上によ

り、定住人口の増加につなげ

る。 
 

（３）近代農業発祥の地 

＜特性と背景＞ 

○農業を基幹産業とし、西洋式農法による近

代農業発祥の地であり、北海道農業の基盤

を形成している。 

○農業粗生産額は、道南では毎年上位であ

り、根菜類及び野菜類、畜産、水稲、りん

ごなどの果樹、花きなど多種多様に営まれ

ており栽培技術も高い。 

 政策展開の視点 

○農水畜産物の特産振興を図る。 

○第１次、第２次、第３次産業の

連携による加工・販売の拡大

（６次産業化）につなげる。 

 

（４）日本新三景の大沼国定公園 

＜特性と背景＞ 

○大沼地区にある駒ヶ岳と大沼・小沼・蓴菜

沼を擁する雄大な「大沼国定公園」は、日

本新三景の一つでもあり、年間約 200 万人

の入込数がある。 

 政策展開の視点 

○積極的な情報発信と自然資源

の活用により、国内外からの交

流人口を増加させ、地域経済の

活性化を図る。 
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第２章 七飯町を取り巻く社会潮流 

 

（１）人口減少・少子高齢化 

日本の総人口は、平成 20 年をピークに減少に転じ、今後も減少傾向が続くものと予測

されています。また、人口構成としては急速に少子高齢化が進行しており、令和２年国勢

調査によると、65歳以上の高齢者人口の割合は 28.6%と過去最高を更新しました。令和７

年には、団塊の世代全員が後期高齢者となる 75 歳以上を迎え、いわゆる「2025 年問題」

が各方面に影響を及ぼすことが予想されます。 

七飯町の総人口は、全国の傾向に比べて、人口減少の速度は遅いものの、高齢化率の上

昇は急速に進み、働き手となる生産年齢人口の割合が低下しており、今後町の様々な分野

において人手不足や担い手不足が生じ、地域社会の活力に影響を与えることが懸念されま

す。 

 

（２）頻発する災害 

近年、世界各国で極端な気候変動の影響による災害などが相次いでおり、自然災害は激

甚化、頻発化する傾向にあります。日本では平均気温の上昇が世界平均を上回っていると

のデータもあり、線状降水帯による大雨などにより被害の増加につながっていると考えら

れています。また、夏の猛暑日の大幅な増加により、日常生活や、農作物への影響のほか、

個体数増による野生鳥獣の人里への出没が増加するなど、気候や生態系の変化により地域

の安全・安心にも影響を及ぼしつつあります。 

このため、住民、行政が一丸となった安全で安心なまちづくりへの取組の強化が求め

られており、地域コミュニティを核とした防災・防犯体制の必要性が再認識されていま

す。 

 

（３）ＳＤＧｓの達成に向けた取組 

世界的な社会的課題への取組として、ＳＤＧｓの達成が求められ、関係する取組や意識

は広く社会に普及してきています。一方で、その目標達成に向けては、世界規模での関税

紛争や、新たな武力紛争の勃発などにより、一進一退の状況にあります。こうした中で、

気候変動対策は、地域が主体的に取り組むべき重要課題です。地球社会の一員として、住

民一人ひとりそして各自治体は、あらためてＳＤＧｓの目標を確認し、その取組をまちづ

くりに反映していくことが求められています。 

七飯町も令和４年６月に「「ゼロカーボンシティ」を表明しており、カーボンニュートラ

ルを目指した取組を推進しています。 

 

（４）デジタル化の進展 

情報通信技術の進展により、ＡＩの実用化やビッグデータの活用は日常生活でも実感で
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きる段階にあります。国は、デジタルの活用により一人ひとりのニーズに合ったサービス

を選べるようにし、誰一人取り残されない多様な幸せを実現できる社会を目指しています。 

七飯町でも、社会のデジタル化を踏まえ、デジタル技術を活用した社会課題の解決と価

値創造を進めるＤＸ「（デジタル・トランスフォーメーション）の取組が求められています。 

 

（５）ライフスタイルや価値観の多様化 

男女共同参画や多文化共生の動きをはじめ、グローバル化の進展による新しい価値観の

普及や、新型コロナウイルス感染症を契機とした新しい生活様式の定着など、価値観やラ

イフスタイルの多様化が進んでいます。 

こうした中、社会的性別（ジェンダー）や国籍にかかわらず人権が尊重され、誰もが個

性と能力を発揮し活躍できる社会づくりが求められています。 

 

（６）インフラの老朽化 

全国的に公共施設や各種インフラが同時期に更新を迎える一方で、地方公共団体の財政

は厳しく、更新や修繕が行き届かず、住民生活に影響が出ることが懸念されています。 

七飯町でも、公共施設等の計画的な修繕や更新が必要であり、個別施設毎の対応方針を

定める個別施設計画に基づき公共施設等の適正管理の取組を進めていく必要があります。 
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4,496 4,608 4,306 3,975 3,607 3,384 3,215 

15,871 
17,704 18,084 17,524 16,924 

15,675 14,749 

3,596 

4,728 5,964 6,925 7,922 
9,061 9,722 

0

0
0 0 10

23,963

27,040
28,354 28,424 28,463 28,120 27,686

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

（人）

年齢不詳

65歳以上

15～64歳

15歳未満

18.8%

17.0%

15.2%

14.0%

12.7%

12.0%

11.6%

66.2%

65.5%

63.8%

61.7%

59.5%

55.7%

53.3%

15.0%

17.5%

21.0%

24.4%

27.8%

32.2%

35.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成2年

平成7年

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

令和2年

15歳未満

15～64歳

65歳以上

第３章 町の現状 

 

１ 人口の推移 

～人口のピークを過ぎ減少局面へ～ 

七飯町の人口は、平成 22 年をピークに減少局面に入っており、令和２年の総人口は

27,686 人となっています。 

現時点での総人口の減少は緩やかではありますが、年少人口と生産年齢人口の減少、高

齢人口の増加が進んでおり、いわゆる少子高齢化が進行しています。 

また、年齢３区分別で人口割合をみると、65 歳以上人口の割合が大幅に増加する一方、

15～64 歳人口の大幅な減少がみられます。 

 

人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢３区分別人口割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」  
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16.7%

18.6%

22.0%

25.1%

29.0%

69.1%

67.8%

66.4%

64.9%

62.9%

9.8%

8.9%

7.0%

5.9%

4.4%

4.3%

4.7%

4.6%

4.1%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

令和２年

単独世帯 核家族世帯 三世代世帯 その他の世帯

２ 世帯類型の推移 

～三世代世帯の減少、単独世帯と核家族世帯の増加～ 

七飯町の世帯数全体は、平成 12 年以降増加を続けています。 

その内訳を実数でみると、単独世帯は増加し続け、三世代世帯は減少し続けています。

核家族世帯は、平成 27 年に一度微減しましたが、令和２年に再び増加しており、その内

訳をみると、「夫婦のみの世帯」と「ひとり親と未婚の子のみの世帯」が増加し続けてい

る一方、「夫婦と未婚の子のみの世帯」は減少し続けています。 

世帯類型を割合でみると、単独世帯は増加し続け、核家族世帯と三世代世帯は減少し続

けています。 

世帯類型（実数）の推移 
単位：世帯   

平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2年 

単独世帯 1,658 1,921 2,387 2,787 3,337 

核家族世帯 6,849 7,006 7,202 7,194 7,243 

  夫婦のみの世帯 2,640 2,763 2,956 3,000 3,125 

  夫婦と未婚の子

のみの世帯 
3,394 3,222 3,102 2,953 2,847 

  ひとり親と未婚

の子のみの世帯 
815 1,021 1,144 1,241 1,271 

三世代世帯 973 923 764 650 507 

その他の世帯 431 487 501 459 431 

合計 9,911 「10,337 10,854 11,090 11,518 

※ここでいう三世代世帯とは「夫婦、こどもと親（両親、ひとり親）から成る世帯」、「夫婦、こども、親と他

の親族から成る世帯」の合計を示す。 

 

世帯類型（割合）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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３ 社会増減 

～男女とも 10代後半～20代前半で転出超過が大きいが、30代での転入超過も～ 

七飯町の性別・年齢５歳階級別人口移動状況をみると、15～19 歳から 20～24 歳になる

ときに、男女とも大きな転出超過となっています。一方、20代後半よりも上の年代では、

転入超過傾向にあり、30 代では転入超過が最も多くなっています。 

男女別で比較すると、15～19 歳から 20～24 歳になる年代は、男性の転出超過が大きく

なっており、30代では、女性がわずかに転入超過となっています。 

 

性別・年齢５歳階級別の人口移動の状況（2015⇒2020 年） 

 
出典：総務省統計局「国勢調査」 
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561

918

621

22 44

665

821

43
109 119

252
166

356

561

279

547

166

585

4 26

99

987

98
69

80

428

239

361

1,410

86

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

男性 女性

（人）

2.40 

1.34 

0.50 
0.48 

0.19 

1.44 

1.02 

0.36 

0.80 

0.50 

1.09 1.07 

1.65 1.76 

1.01 

3.04 

1.10 
0.92 

0.45 
0.27 0.77 

0.96 0.57 
0.67 

0.56 
0.97 

0.88 
1.10 

1.22 

0.70 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

特化係数（男性）

特化係数（女性）

４ 産業 

～全国平均との比較では、男女とも農業者の割合が高い～ 

七飯町の男女別「・産業別人口をみると、男性は「建設業」、「卸売業、小売業」の順に多

く、女性は「医療、福祉」、「卸売業、小売業」の順に多くなっています。 

産業別特化係数でみると、男性は「農業、林業」、「医療、福祉」、「教育、学習支援業」

の値が高く、女性は「農業、林業」、「医療、福祉」の値が高くなっています。 

 

男女別産業別従業人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

産業別特化係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

※産業別特化係数：Ａ産業の特化係数＝町内のＡ産業の就業者比率／全国のＡ産業の就業者比率 
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５ 住民の意識と生活状況 

第６次七飯町総合計画の策定にあたり、住民意識の把握のため、アンケートを実施しま

した。対象は 18 歳以上の町民で、令和７年１月から２月にかけて実施し、配布数 3,500

票、有効回収数 1,895 票、有効回収率 54.1％でした。 

 

（１）愛着度 

七飯町を「自分のまち」としてどの程度の愛着を感じているかを、全体でみると、「と

ても愛着を感じている」と「「どちらかといえば愛着を感じている」の合計は 77.1％となっ

ています。 

年代別にみると、同合計は、10歳代、20 歳代、70 歳以上は約 80％と高い傾向にありま

す。 

 

愛着度（全体、年代別） 

 

 

※「n（number「of「cases）は、回答者数を意味します（以下同様）。 

 

  

30.6

31.6

30.0

33.1

24.1

25.9

28.4

34.3

46.5

47.4

50.0

41.9

48.8

45.8

48.2

46.0

17.1

15.8

15.7

17.6

22.2

19.9

17.5

14.8

3.3

5.3

2.9

5.1

2.0

5.7

4.4

2.1

1.5

1.4

2.2

1.5

2.0

0.9

1.6

1.0

1.5

0.7

0.6

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1895)

10歳代(n=19)

20歳代(n=70)

30歳代(n=136)

40歳代(n=203)

50歳代(n=297)

60歳代(n=338)

70歳以上(n=822)

とても愛着を感じている どちらかといえば愛着を感じている
どちらともいえない あまり愛着を感じていない
愛着を感じていない 無回答
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（２）定住意向 

七飯町に住み続けたいかどうか、という定住意向を全体でみると、「住み続けたい」と

「どちらかといえば住み続けたい」の合計は 87.7％となっています。 

年代別にみると、同合計は、20 歳代から 70 歳以上は 85％を超えていますが、10 歳代

（57.9％）は他の年代と比べて低くなっています。 

 

定住意向（全体、年代別） 

 

 

 

  

53.1

26.3

37.1

45.6

44.8

44.4

55.0

60.6

34.6

31.6

48.6

45.6

44.3

41.1

34.9

27.1

7.0

36.8

11.4

7.4

8.4

9.8

6.5

4.6

0.8

5.3

1.4

1.5

1.0

1.0

0.6

0.6

4.5

1.4

1.5

3.7

3.0

7.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1895)

10歳代(n=19)

20歳代(n=70)

30歳代(n=136)

40歳代(n=203)

50歳代(n=297)

60歳代(n=338)

70歳以上(n=822)

住み続けたい どちらかといえば住み続けたい

どちらかといえば住み続けたくない 住み続けたくない

無回答
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（３）定住の理由、転出の理由 

住み続けたい理由「（定住意向の理由）は、「自分の家や土地があるから」が 61.5％、「自

然環境がよいから」が 42.3％、「災害が少なく、気候がおだやかだから」が 37.1％となっ

ています。 

一方、住み続けたくない理由「（転出意向の理由）は、「交通の便がよくないから」が58.8％、

「日常の買い物など、生活の便がよくないから」が 50.7％、「老後の暮らしが不安だから」

が 41.9％となっています。 

先にみた愛着度で、10歳代から 20 歳代で町への愛着度が比較的高い一方、定住意向は

低い傾向にあります。こうした結果から、転出意向の理由の上位である「交通の利便性」

や「生活の利便性」が課題になっていると考えられます。 

 

定住意向の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転出意向の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

61.5

42.3

37.1

32.1

21.0

13.9

12.7

12.1

10.2

8.2

6.2

5.8

5.1

3.3

0.3

2.3

0.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自分の家や土地があるから

自然環境がよいから

災害が少なく、気候がおだやかだから

住み慣れて愛着があるから

日常の買い物など、生活の便がよいから

生活基盤（道路、下水道）が整っているから

通勤や仕事の関係上都合がいいから

親、親せきがいるから

老後を七飯町で暮らしたいから

医療や福祉のサービスが充実しているから

子育て環境や教育環境がよいから

交通の便がよいから

犯罪が少なく安全だから

七飯町の歴史や文化が好きだから

商売や事業がしやすいから

その他

無回答
n=1662

58.8

50.7

41.9

23.6

16.2

11.5

9.5

8.8

8.1

4.7

3.4

2.0

2.0

1.4

0.7

14.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

交通の便がよくないから

日常の買い物など、生活の便がよくないから

老後の暮らしが不安だから

医療や福祉のサービスが不安だから

通勤や仕事で不便だから

七飯町の風土や人になじめないから

子育て環境や教育環境が不安だから

七飯町に愛着がないから

生活基盤（道路、下水道）が整っていないから

親、親せきがいないから

自然環境がよくないから

災害が心配であり、気候が適さないから

商売や事業に不利だから

犯罪が不安だから

家や土地が取得できないから

その他
n=148



17 

（４）現在の幸福度 

現在の幸福度は全体でみると、「８～10 点」（高幸福度）の人は約４割、６点以上（中～

高幸福度）の人は約７割となり、町民の大多数は幸福感を得ています。 

年代別にみると、「８点〜10 点」（高幸福度）において 40 歳代（41.9％）が最も高く、

次いで 30 歳代（41.2％）、70 歳以上（40.3％）となっています。10 歳代や 20 歳代では、

この高幸福度の割合が、他の年代より低く、無回答が多くなっています。 

 

現在の幸福度（全体、年代別） 

 

 

 

  

30.2

15.8

28.6

25.0

28.1

31.0

30.2

31.9

29.7

42.1

34.3

31.6

29.1

31.3

31.1

27.7

39.3

26.3

30.0

41.2

41.9

37.0

38.5

40.3

0.9

15.8

7.1

2.2

1.0

0.7

0.3

0…

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=1895)

10歳代(n=19)

20歳代(n=70)

30歳代(n=136)

40歳代(n=203)

50歳代(n=297)

60歳代(n=338)

70歳以上(n=822)

幸福度（０～５点） 幸福度（６～７点） 幸福度（８〜10点） 無回答
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（５）インターネットの利用頻度 

インターネットの利用頻度を全体でみると、「ほぼ毎日利用している」が 52.8％で最も

多く、次いで「利用していないし、今後も利用しない」（24.1％）、「ときどき利用してい

る」（13.1％）が続いています。 

年代別にみると、「ほぼ毎日利用している」と「ときどき利用している」の合計は、20

歳代から 50 歳代の割合が高く、それぞれ 90％を超えており、70歳以上が最も低く 36.4％

となっており、「利用していないし、今後も利用しない」が約５割となっています。 

 

インターネットの利用頻度（全体、年代別） 

 

 

  

52.8

84.2

91.4

91.9

93.6

82.8

54.4

21.0

13.1

2.9

4.4

11.4

22.2

15.3

6.0

1.5

2.0

8.9

9.1

24.1

1.4

0.7

0.5

2.0

13.3

48.5

4.0

15.8

7.1

2.9

1.5

1.7

1.2

6.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(n=1895)

10歳代(n=19)

20歳代(n=70)

30歳代(n=136)

40歳代(n=203)

50歳代(n=297)

60歳代(n=338)

70歳以上(n=822)

ほぼ毎日利用している ときどき利用している

利用していないが、今後は利用したい 利用していないし、今後も利用しない

無回答
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（６）デジタル化で町が注力すべき取組について 

地域社会のデジタル化が進む中、特に力を入れるべきと思う取組は、「こどもが過度に

ＳＮＳ等に依存することを防いだり、ＳＮＳ等を介した犯罪等に巻き込まれることを防ぐ

取組を充実させること」の割合が 46.9％で最も高く、次いで「高齢者がサイバー犯罪等に

巻き込まれることを防ぐ取組を充実させること」（38.2％）、「こどもや高齢者の見守りな

ど、安全・安心のまちづくりにつながること」（31.0％）となっています。 

 

 

デジタル化について町が注力すべき取組 

 

  

46.9

38.2

31.0

26.6

25.4

23.7

13.6

13.2

12.5

12.1

7.5

5.9

1.9

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

こどもが過度にＳＮＳ等に依存することを防いだり、ＳＮＳ等を介

した犯罪等に巻き込まれることを防ぐ取組を充実させること

高齢者がサイバー犯罪等に巻き込まれることを防ぐ

取組を充実させること

こどもや高齢者の見守りなど、安全・安心の

まちづくりにつながること

様々な行政手続きがオンライン化（手続きが

インターネット上で完結）されること

健康づくりや福祉・医療サービスが高度化・充実化すること

ＳＮＳ等の活用により、災害時など緊急時の情報提供が

迅速化・充実化すること

スマートシティの構築（公共交通の充実化・

都市基盤の整備）につながること

子育て支援サービスが高度化・充実化すること

スマート農業（農作業の省力化・精密化や高品質

生産）の推進につながること

商工業や観光分野でのＩＣＴ活用により地元産業が活性化すること

ＩＣＴを効果的に活用した教育により、

こどもの学びが深まること

特にない

その他

無回答

n=1895
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（７）町の施策への満足度と重要度 

町の施策項目の満足度と重要度は、評価点に換算（「満足」の回答者数×10 点、「どちら

かといえば満足」の回答者数×５点、「どちらともいえない」の回答者数×０点、どちら

かといえば不満」の回答者数×－５点、「不満」の回答者数×－10 点、として合算を無回

答以外の回答者数で除した値）し、偏差値「（評価点を無回答以外の回答者で除した値）に

換算した結果は以下の表となります。「（平均が 50で、それよりも高ければ満足度や重要度

が高いという意味） 

 
施策項目 満足度偏差値 重要度偏差値 
１-①景観の美しさ 75.1 50.6 
１-②自然環境の保全 71.2 57.2 
１-③ごみ減量やリサイクルの推進 69.5 59.1 
１-④日常の移動手段の便利さ 42.0 59.7 
１-⑤買い物の便利さ 52.0 61.4 
１-⑥公園・スポーツ施設の充実度 44.8 47.4 
１-⑦上水道の整備 77.6 65.1 
１-⑧下水道の整備 66.9 63.6 
１-⑨情報基盤の充実度 54.3 46.1 
２-①土地利用や市街地整備 46.5 48.8 
２-②道路網や公共交通網の整備 44.0 58.1 
２-③災害の対策 54.9 60.6 
２-④災害防止のための治山 51.7 55.5 
２-⑤消防・救急体制の整備 69.3 62.8 
２-⑥防犯対策 53.6 59.9 
２-⑦交通安全対策 55.3 54.0 
３-①農林水産業の振興 41.5 51.6 
３-②商業の振興 38.9 47.0 
３-③工業の振興や企業誘致 38.2 46.2 
３-④観光資源の発掘やＰＲ 42.3 50.8 
３-⑤地産地消事業の推進 46.2 51.6 
３-⑥就業の場や機会の充実 35.3 53.4 
４-①高齢者が安心して暮らせる施策の充実 47.3 59.9 
４-②障がい者が安心して暮らせる施策の充実 43.9 56.0 
４-③児童福祉の対策 47.1 55.5 
４-④医療体制の充実度 48.8 63.7 
４-⑤保健活動の充実度 57.2 55.0 
４-⑥子育て環境の充実度 49.5 55.5 
４-⑦幼児教育の充実度 47.9 54.3 
５-①義務教育の充実度 56.0 56.7 
５-②生涯学習の機会や施設の充実 47.6 44.4 
５-③芸術・文化活動の機会や施設の充実 48.3 40.5 
５-④スポーツ活動の機会や施設の充実 42.2 44.1 
５-⑤旧所・名所など歴史遺産の活用 44.3 35.2 
５-⑥地域コミュニティの充実度 47.1 38.0 
６-①自治会やコミュニティ活動の支援や推進 47.4 34.9 
６-②ボランティアの育成と支援 44.9 35.2 
６-③男女共同参画社会の形成 44.2 30.1 
６-④国際交流や多文化共生の推進 48.4 30.9 
６-⑤大学等との交流や連携の推進 40.7 30.3 
６-⑥情報公開の推進や広報・広聴活動の充実 46.4 38.3 
６-⑦行財政運営 41.4 47.6 
６-⑧行政サービスの充実度 43.7 49.2 
６-⑨住民参加の充実度 44.7 34.4 

  



21 

その結果をもとに満足度と重要度の相関を散布図として施策項目をマッピングしまし

た。 

このうち、左上の「重点改善分野」が、満足度が低く重要度が高いため、より重点的に

改善が求められる施策と考えられます。 
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重
要
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満足度と重要度の相関

１ 重点改善分野 

（重要度が高く、満足度が低い） 

３ 重点維持分野 

（重要度も満足度も高い） 

２ 改善分野 

（重要度も満足度も低い） 

４ 維持分野 

（重要度が低く、満足度が高い） 
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＜重点改善分野に該当する項目の上位＞ 

施策項目の満足度と重要度について、偏差値を用いて追加分析を行い、改善度を算出し

ました。その結果に基づいて、順位付けを行ったものが以下の表となります。 

 

居住地区 順位 施策項目 

全体 

１ １-④日常の移動手段の便利さ 

２ ３-⑥就業の場や機会の充実 

３ ２-②道路網や公共交通網の整備 

４ ４-②障がい者が安心して暮らせる施策の充実 

５ ４-④医療体制の充実度 

   

本町地区 

１ １-④日常の移動手段の便利さ 

２ ２-②道路網や公共交通網の整備 

３ ３-⑥就業の場や機会の充実 

４ ４-④医療体制の充実度 

５ ４-②障がい者が安心して暮らせる施策の充実 

大中山地区 

１ １-④日常の移動手段の便利さ 

２ ３-⑥就業の場や機会の充実 

３ ４-②障がい者が安心して暮らせる施策の充実 

４ ２-②道路網や公共交通網の整備 

５ ４-④医療体制の充実度 

藤城峠下地区 

１ １-⑧下水道の整備 

２ １-④日常の移動手段の便利さ 

３ ３-⑥就業の場や機会の充実 

４ １-⑤買い物の便利さ 

５ ４-④医療体制の充実度 

大沼地区 

１ １-⑤買い物の便利さ 

２ １-④日常の移動手段の便利さ 

３ ４-④医療体制の充実度 

４ ４-①高齢者が安心して暮らせる施策の充実 

５ ４-②障がい者が安心して暮らせる施策の充実 
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第４章 まちづくりの課題 

 

分野 主要な課題 取組の方向 

生活基盤分野 生活の利便性を高め、安全

な暮らしの基盤を提供する

ことが求められています。 

買い物の利便性向上、公共交通の充

実、住宅の確保、デジタル基盤の整備・

高度化を図り、定住機能の向上を図る

まちづくり 

台風や大雨、土砂災害、地震などの

自然災害をはじめ、地域における犯

罪、事故などの不安を軽減し、安全・

安心に暮らせるまちづくり 

環境保全分野 自然環境を保全しながら、

暮らしやすいまちづくりが

求められています。 

自然環境や景観の保全を図り、美し

い自然を次世代につないでいくまち

づくり 

保健・医療・福祉

分野 

誰もが住み慣れた地域や

場所で、健やかに、生きがい

をもって暮らせるまちづく

りが求められています。 

健康を維持しながら、互いに支え合

い、子育て世帯や高齢者、障がい者な

どが充実した生活を送れるまちづく

り 

教育・スポーツ・

文化分野 

どの年代でも、学びに喜び

を見いだせるまちづくりが

求められています。 

幼児から高齢者まで、学ぶことや人

と交流することに喜びを見いだせる

まちづくり 

産業振興分野 魅力ある産業や雇用の場

を育み、人々に選ばれるまち

づくりが求められています。 

地域社会の活力維持のため、また、

雇用の場を確保するため、魅力ある産

業を振興するまちづくり 

豊かな自然環境と地域資源を活用

した観光振興による、にぎわいのある

まちづくり 

コミュニティ・

行政分野 

少子高齢化や、コミュニテ

ィの希薄化により、地域課題

が複雑化しており、住民と行

政の信頼関係を強化し、協働

を進めることが求められて

います。 

住民の意識や地域活動を底上げし、

担い手となる人材や団体を育成する

まちづくり 

住民と行政の信頼関係を強化する

ため、情報の共有化を図るとともに、

職員の意識や意欲、能力の一層の向上

を図るまちづくり 

  



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 基本構想  
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第１章 まちづくりの基本理念 

第６次七飯町総合計画を実現するために、次の４つの基本理念を定め、今後 10 年間

のまちづくりに取り組んでいきます。 

 

福祉の充実と支え合い 

少子高齢化の進展を考慮し、道路・公共交通の充実やユニバーサルデザイン「・バリア

フリー等を進めるとともに、こどもからお年寄りまであらゆる世代の人たちが地域で支

え合って暮らすことができるまちづくりを進めます。 

 

優れた自然・景観の活用 

町の特徴的な自然や特色ある景観を大切に保全・活用しながら、自然と共生するまち

づくりを進めます。 

 

対話と協働によるまちづくり 

住民相互、住民と行政との対話を促進し、参画と協働の場の実現を目指すとともに、

住民と行政が協力して地域の課題解決を図るため、自助・共助・公助の視点を取り入れ

たまちづくりを進めます。 

 

地方創生と一人ひとりの幸福の実現 

ＳＤＧｓの理念を踏まえ、各産業の振興と雇用創出を図り、結婚・出産・子育ての希

望を実現できる環境を整備するとともに、交流人口「・関係人口の拡大を進め、魅力的な

まちづくりを推進します。あわせて、町の様々な取組が住民一人ひとりの幸福につなが

るよう配慮し、取り組みます。 
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第２章 町の将来像 

これからのまちづくりの基本理念を踏まえて、住民と行政がともに目指す「「町の将来

像」を次の通り定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

人と自然が調和し 未来への笑顔輝くまち ななえ 
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第３章 土地利用方針 

「自然」と「暮らし」と「産業活動」が調和した良好な地域環境の形成に努め、将来

像を実現するため、土地利用の基本方針を次のとおり定めます。 

 

○豊かな自然環境・景観の保全と活用 

○貴重な歴史資源の保全と活用 

○優良農地の保全と活用 

○やすらぎのある生活空間の確保 

○にぎわいのある市街地の形成 

○観光・交流基盤の整備 

○ネットワーク化された道路・交通体系の確立 

 

■土地利用の方向 

○交通・交流軸 

道南の交通結節点という立地条件を活かし、鉄道・道路・公共交通を連携させた

交通・交流軸を形成します。 

○自然・景観・レクリエーションゾーン 

豊かで美しい自然や景観を活用したレクリエーションゾーンとして活用「・整備し

ます。 

○都市と農村の交流ゾーン 

食糧の生産拠点とし維持していくとともに、交流機会を創出し、農業と暮らしが

つながる場として活用します。 

○市街地・居住環境整備ゾーン 

既存の社会資本ストックを有効に活用し、住居と生活利便施設等を計画的に集約

することで、コンパクトなまちづくりを推進し、利便性の高い市街地に人口が集ま

る都市型社会への移行を目指します。 

○流通・工業ゾーン 

高速交通ネットワークの立地条件を活かした流通・工業拠点ゾーンとして、充実

した環境の整備を促進します。 

○観光拠点ゾーン 

大沼国定公園周辺を観光の拠点ゾーンとしてより一層充実を図り、町全体のにぎ

わいとブランド力の向上につなげます。 
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土地利用模式図 
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第４章 基本目標（施策の大綱） 

将来像を実現するために、６つの「基本目標」として定めます。 

 

基本目標１ 便利で安全なまちづくり 

まちづくりで最も求められているものの１つである生活の利便性を確保するため、公

共交通の充実や、道路・住宅の整備、情報通信基盤の整備を図り、快適に暮らせる環境

を整えます。同時に、交通安全や防犯対策、防災対策に努め、利便性と安全性がバラン

スよく両立しているまちづくりを推進します。 

 

基本目標２ 快適なまちづくり 

豊かな自然環境と共生するため、温暖化対策を含めた自然環境の保全、ごみの減量な

どによる循環型社会の構築、良質な上水道と環境負荷を下げる下水道の維持、そして公

園・緑地・景観の保全を推進し、自然を保全しながら快適なまちづくりを推進します。 

 

基本目標３ ふれあいと支え合いのまちづくり 

住民の誰もが互いに認め合い、支え合い、生きがいを持って健やかに暮らせるよう、

住民第一の福祉体制や地域医療の維持・充実、高齢者福祉と障がい者福祉の充実に努め

ます。また、子育て世代が、安心して子育てができる環境づくりを推進し、全ての住民

がふれあいながら支え合うまちづくりを推進します。 

 

基本目標４ 学ぶ喜びを生み出すまちづくり 

学び続けることで、人生と生活は豊かなものになるため、幼児・学校教育の充実、生

涯学習と生涯スポーツの推進、地域文化の育成により、いつでもどこでも学び続けられ

る環境づくりに努めます。また、国内外の交流を促進し、様々な分野で学ぶ喜びが生み

出されるまちづくりを推進します。 
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基本目標５ 活気とにぎわいのあるまちづくり 

魅力的な産業、そして雇用の場があることが、人々を定着させ、活力ある地域社会の

礎となります。基幹産業である農業、そして商工業の振興を図り、生産の安定と消費の

拡大を進め、活力ある地域社会を維持します。また、地域資源の魅力を活かした観光施

策に取り組み、活気とにぎわいのあるまちづくりを推進します。 

 

基本目標６ 協働のまちづくり 

複雑化する地域課題の解決に向けて、住民や事業者と行政の協働の取組を推進します。

また、人口減少に対応するため、移住定住の促進と関係人口の拡大を目指します。さら

に、すべての人が認め合い尊重される社会の実現のため、男女共同参画や人権尊重の取

組を推進します。そして、町が自主性と自立性をもって自治体経営ができるよう、業務

の効率化や健全な財政構造の実現などに取り組みます。これらの基盤のもと、協働のま

ちづくりを推進します。 
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第５章 まちづくりの体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・福祉の充実と支え合い 

・優れた自然・景観の活用 

・対話と協働によるまちづくり 

・地方創生と一人ひとりの幸福 

の実現 

 

まちづくりの基本理念 

人と自然が調和し 未来への

笑顔輝くまち　ななえ 

 

将来像 

 
施策１－１ 道路・交通ネットワークの整備 
施策１－２ 住宅・市街地の整備 
施策１－３ 交通安全・防犯体制の充実 
施策１－４ 消防・救急・防災体制の充実 
施策１－５ 情報ネットワークの整備 

基本目標１ 

施策２－１ 環境施策の総合的推進 
施策２－２ 循環型社会の構築 
施策２－３ 上下水道の整備 
施策２－４ 公園・緑地・景観の保全 

基本目標２ 

施策３－１ 保健・医療体制の充実 
施策３－２ 地域福祉の充実 
施策３－３ 子育て支援の充実 
施策３－４ 高齢者福祉の充実 
施策３－５ 障がい者福祉の充実 
施策３－６ 社会保障の充実 

基本目標３ 

施策４－１ 幼児・学校教育の充実 
施策４－２ 生涯学習社会の確立 
施策４－３ 生涯スポーツの振興 
施策４－４ 青少年の健全育成 
施策４－５ 地域文化の育成 
施策４－６ 交流活動の推進 

基本目標４ 

便利で安全なまちづくり 

快適なまちづくり 

施策５－１ 農林水産業の振興 
施策５－２ 商・鉱工業の振興 
施策５－３ 観光の振興 
施策５－４ 雇用・勤労者対策の充実 
施策５－５ 消費者対策の充実 

基本目標５ 

ふれあいと支え合いのまちづくり

り 

学ぶ喜びを生み出すまちづくり 

施策６－１ 開かれた協働のまちづくりの推進 
施策６－２ 移住定住の促進と関係人口の拡大 
施策６－３ 男女共同参画・人権尊重社会の形成 
施策６－４ 自立する自治体経営の推進 

基本目標６ 

活気とにぎわいのあるまちづくり 

協働のまちづくり 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３部 基本計画  
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■目標指標設定について 

●目標指標設定の意義 

計画の客観性を確保するためには、その業績を的確に表現する指標を設定し、数量的に

測定することが有効です。また、こうした評価指標を設定し、数値化することにより、評

価に対する説得力や信頼性が増し、評価自体もわかりやすくなります。 

 

●指標の種類 

目標指標には、「活動指標（アウトプット）」と「成果指標（アウトカム）」があります。

活動指標は、事務事業における活動量や活動実績（アウトプット）を表すものです。成果

指標は、事務事業を通じて対象にもたらされる成果（アウトカム）を表すものです。行政

が事業を行うためには、まず予算措置がなされ、実際に事業を行うために職員の労働や時

間、情報などが投入されます（インプット）。この投入によって事業が執行され、事業の量

が住民や社会に対して直接提供されます（アウトプット）。さらに、施策や事業が行われた

ことにより、住民の生活条件や社会状態が変化するなど、間接的な効果が「効果・成果」と

して社会に表れます（アウトカム）。 

具体的なアウトプットとアウトカムの違いは、例えば道路行政では、アウトプットの指

標としては「整備された道路延長や改良された道路箇所」といったことがあげられ、これ

による直接的アウトカム指標としては「渋滞の緩和」、間接的アウトカム指標としては「通

勤時間で短縮した時間」、最終的アウトカムとして「道路整備に関する住民の満足度」とい

ったことが考えられます。このように、アウトプットは自治体の規模などによって違いが

ありますが、アウトカムは規模の違う自治体間の比較も可能な指標でもあります。 

 

●指標の設定 

第６次総合計画基本計画策定にあたっては、アウトカムである成果指標を住民アンケー

トにより把握した「満足度」（※令和７年１月の住民アンケートで「満足」、「まあ満足」と

回答した率の合計値）を活用することとし、活動指標は、施策の「住民満足度」を向上させ

る活動指標（アウトプット）を採用しています。 

ただし、成果指標である「満足度」は、施策や事業などの実施結果をみて把握する必要

があることから、基本計画期間の中間年（令和 12 年度）に再度住民アンケートを行い、数

値の推移をみて後期計画の数値を設定し、今回は矢印でその方向を示すこととします。 
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インプット、アウトプット、アウトカムの関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画におけるＰＤＣＡサイクルのプロセスのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行政活動 

政策の成果 

（アウトカム） 

 

事業の活動量 

（アウトプット） 

 

資源投入 

（インプット） 

住民満足度の 

向上 

予算 

計画策定にあたっての基本的考え方及び達成すべき目標、施策の展開 

■「基本計画」に即して成果目標及び活動指標を設定するとともに、行

政サービスの見込量の設定や施策などを定める。 

■評価を踏まえ、必要があると認めるとき

は、基本計画の見直しを実施する。 
■計画の内容を踏まえ、事業を実施する。 

■成果目標及び活動指標については、施策や関連施策の動向も踏まえな

がら、基本計画の中間評価として分析・評価を行う。 

■中間評価の際には、審議会などの意見を聴くとともに、その結果につ

いて公表することが望ましい。 

■活動指標については、より頻回に実績を把握し、達成状況の分析・評

価を行うことが望ましい。 

基本計画 

計画（Plan） 

改善（Action） 実行（Do） 

評価（Check） 
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■ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）との関連 

平成 27 年９月の国連サミットにおいて、先進国を含む国際社会全体の令和 12 年までの

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ：Sustainable「Development「Goals「エス「ディー「ジーズ）

が採択されました。 

これを受けて我が国は、政府にＳＤＧｓ推進本部を設置し、実施指針を決定するととも

に、平成 29年 12 月に閣議決定した「まち・ひと・しごと創生総合戦略 2017 改訂版」にお

いて、地方創生の一層の推進のためには、地方公共団体においてもＳＤＧｓ達成のための

積極的な取組が不可欠であるとしています。 

本計画の推進はＳＤＧｓ達成に向けた取組を推進することに資すると考えられることか

ら、ＳＤＧｓの 17 の国際目標と本計画の対応を整理し、本計画の施策とＳＤＧｓの目標と

の関連付けを明記することとします。 
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SDGsの 17のゴール 

 

１ 貧困をなくそう 

あらゆる場所のあら
ゆる形態の貧困を終
わらせる。 

 ２ 飢餓をゼロに 

飢餓を終わらせ、食
料安全保障及び栄養
改善を実現し、持続
可能な農業を促進す
る。 

 ３ すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべ
ての人々の健康的な
生活を確保し、福祉
を促進する。 

４ 質の高い教育をみんなに 

すべての人々への包
摂的かつ公正な質の
高い教育を提供し、
生涯学習の機会を促
進する。 

 ５ ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダー平等を達
成し、すべての女性
及び女児の能力強化
を行う。 

 ６ 安全な水とトイレを世界中に 

すべての人々の水と
衛生の利用可能性と
持続可能な管理を確
保する。 

７ エネルギーをみんなに 
そしてクリーンに 

すべての人々の、安
価かつ信頼できる
持続可能な近代的
エネルギーへのアク
セスを確保する。 

 ８ 働きがいも 
経済成長も 

包摂的かつ持続可能
な経済成長及びすべ
ての人々の完全かつ
生産的な雇用と働き
がいのある人間らし
い雇用を促進する。 

 ９ 産業と技術革新の 
基盤をつくろう 

強靱（レジリエント）
なインフラ構築、包
摂的かつ持続可能
な産業化の促進及
びイノベーションの
推進を図る。 

10 人や国の不平等をなくそう 

各国内及び各国間の
不平等を是正する。 

 11 住み続けられるまちづくりを 

包摂的で安全かつ強
靱(レジリエント）で
持続可能な都市及び
人間居住を実現す
る。 

 12 つくる責任つかう責任 

持続可能な生産消費
形態を確保する。 

13 気候変動に具体的な対策を 

気候変動及びその影
響を軽減するための
緊急対策を講じる。 

 14 海の豊かさを守ろう 

持続可能な開発のた
めに海洋・海洋資源
を保全し、持続可能
な形で利用する。 

 15 陸の豊かさも守ろう 

陸域生態系の保護、
回復、持続可能な利
用の推進、持続可能
な森林の経営、砂漠
化への対処、ならび

に土地の劣化の阻止・回復及び生
物多様性の損失を阻止する。 

16 平和と公正を 
すべての人に 

持続可能な開発のた
めの平和で包摂的な
社会を促進し、すべ
ての人々に司法への
アクセスを提供し、あ

らゆるレベルにおいて効果的で
説明責任のある包摂的な制度を
構築する。 

 17 パートナーシップで 
目標を達成しよう 

持続可能な開発のた
めの実施手段を強化
し、グローバル・パー
トナーシップを活性
化する。 
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基本目標１ 便利で安全なまちづくり 

 

施策１－１ 道路・交通ネットワークの整備 

 

施策の目標  町内地域間の連携強化と広域的アクセスの向上、安全性・利便性の向上に

向け、道路網の計画的な整備を推進するとともに、住民の身近な地域公共交

通機関の充実を図ります。 

 

現状と課題 

 新函館北斗駅、函館新道、函館空港へ直結する函館新外環状道路、木古内ＩＣまで開通

している函館・江差自動車道により、道南はもとより全国・道内主要都市へ容易にアクセ

ス可能となっているほか、将来北海道縦貫自動車道七飯ＩＣが整備された際には交通アク

セスの更なる向上が期待されます。 

 七飯町ではＪＲ函館本線が運行されており、令和４年４月に大沼地区の３駅が廃止され

たことから利用可能な駅数は減少しているものの、定時性の高い交通機関として引き続き

利用され、乗車率は増加傾向にあります。一方で、路線バスは、路線及び利用者が減少し

ているものの、依然として定期交通機関として重要な役割を果たしており、坂のまちであ

る七飯町では多くの住民、特に交通弱者にとって必要不可欠な交通手段として、その維持

存続が求められています。また、タクシーについても、時間を選ばない機動性の高さや、

ドア・ツー・ドアの輸送が可能であるという特性から、特に移動の困難な利用者にとって

重要な地域公共交通機関としての役割を担っています。 

 今後は、これら既存の公共交通機関を十分に活用し、資源としての維持を最優先としな

がらも、既存の公共交通機関と共生する新たな移動支援施策を実施し、持続可能な地域公

共交通網の構築が求められています。 

 

主要な施策 
 

１ 幹線道路・生活道路の整備 

北海道縦貫自動車道、函館新道などの広域幹線道路網の形成を促進するとともに、「「町道

整備５カ年計画」に沿って、町道幹線道路、生活道路の一体的な交通網の整備を図ります。 
 

２ 道路等維持の充実 

既存の道路や橋梁の維持管理•更新を進めるとともに、高齢者や障がい者、こどもなどが

安全に通行できる道路の整備、冬季の交通の確保など、道路環境の保全「・改善に努めます。 
 

３ 除排雪体制の充実 

関係機関と連携を図りながら、効率的•効果的な除排雪の実施に努めます。また、福祉団

体や町内会等と連携し高齢者や一人暮らし家庭の除排雪に努めます。 

関連するSDGs 
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４ 公共交通網の確保 

路線バス等は、生活の移動手段として重要であることから、効率的な運行について事業

者と協議を重ねつつ利用の促進を図り、公共交通網の確保に努めます。 
 

５ 地域公共交通の計画的な運用 

七飯町地域公共交通計画に基づき各種施策を実施し、持続可能な地域公共交通ネットワ

ークの構築を目指します。また、地域公共交通の現状を検証した上で、有効性のあるデマ

ンド型交通などの運行実施を進めます。 

 

主な取組・事業 

・幹線道路等整備事業 

・町道等新設改良事業 

・町道等維持管理事業 

・橋梁長寿命化事業 

・生活交通路線維持充実事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

道路網や公共交通網の整備 ％  
33.7 

（令和６年度） 
 

移動手段の便利さ ％  
34.9 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

全町道の改良率 ％  
76.7 

（令和６年度） 
 

町内を走るバス路線 系統  
17 

（令和６年度） 
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施策１－２ 住宅・市街地の整備 

 

施策の目標  調和のとれた住空間づくりを目指し、あらゆる世代に適応した住みやすい

住宅環境の整備促進及び市街地の計画的整備に努めます。 

 

現状と課題 

 現在の公営住宅は、七飯町公営住宅長寿命化計画に基づき、少子高齢化や世帯規模の縮

小及び人口減少等を考慮した適切な管理戸数、居住環境の向上に向けた整備を位置づけて

おります。しかしながら、大沼地区においては過疎化が進み、大沼団地・吉野山団地で空

室が目立つ状況となっています。 

 また、高齢化等が進むにつれて空き家の増加が見込まれ、空き家・空き地バンクなどの

施策による空き家の活用を促進する必要があるほか、長年放置され危険な状況となってい

る空き家については、所有者に補助金を交付することで解体を促進し、住環境及び景観の

維持・向上を図る必要があります。 

 市街地内のまちづくりについては、七飯町立地適正化計画に基づき、市街地中心部や生

活拠点に必要な機能と居住を誘導し、コンパクトで利便性の高い持続可能な市街地の形成

を図る必要があります。 

 

主要な施策 
 

１ 公営住宅の長寿命化 

「七飯町公営住宅長寿命化計画」に基づき、老朽化が進む住宅の改修など、公営住宅の

安定した供給や居住性の向上に努めます。 
 

２ 空き家・空き地バンク制度の促進 

高齢化社会の進展などにより、今後も空き家の増加が見込まれることから、空き家・空

き地バンク制度の見直しを検討するとともに、「全国版空き家・空き地バンク」を活用し、

移住・定住の促進による地域の活性化を図ります。 
 

３ 住宅の耐震化 

昭和 56 年以前の耐震化されていない木造建築物の耐震診断について、費用の一部を助成

するなど耐震化を推進します。 
 

４ まちなか居住の推進 

良好な市街地の形成を図るとともに、コンパクトで利便性が高く、多様な世代が快適に

居住できるよう、必要な用途変更を図ります。 
 

５ 危険な空き家の解体補助 

長年放置され周囲に危険な状態となっている空き家の解体を所有者に促し、解体する所

有者に対し補助金を交付します。また、危険な空き家の状況把握に努めます。 

関連するSDGs 
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主な取組・事業 

・公営住宅長寿命化改修事業（大沼・鳴川高台団地長寿命化改修等） 

・公営住宅老朽空家除却事業（老朽空家除却） 

・地域環境整備事業（未舗装道路及び排水路の整備） 

・特定空家等解体補助事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

土地利用や市街地整備の満足

度 
％  

30.5 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

公営住宅目標入居率 ％  
82.9 

（令和６年度） 
 

空き家・空き地バンク登録 件  
184 

（令和６年度） 
 

危険な状態の空き家の件数 件  
25 

（令和６年度） 
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施策１－３ 交通安全・防犯体制の充実 

 

施策の目標  交通安全意識の高揚に努め、生活様式の多様化による犯罪や事故のない地

域防犯体制の充実を図り、住民の暮らしのニーズに対応した環境づくりを推

進します。 

 

現状と課題 

交通安全対策については、こどもと高齢者の事故防止対策が重要であることから、啓発

活動の実施や、警察へ交通事故多発箇所への信号機・横断歩道の設置要望などを行ってき

ました。今後も、交通弱者の事故防止対策への啓発など、交通安全対策の強化に向けた取

組が必要となっています。 

七飯町では、令和４年・５年は死亡事故０件となっていましたが、令和６年度に１件の

死亡事故が発生しています。国道５号を中心とする「通過型」交通事故の対応として、広

報紙による周知活動や交通安全団体などと連携した事故防止など、交通安全運動啓発活動

を行ってきました。今後も国道５号の早期改良の要請とあわせ、事故防止対策を強化する

必要があります。 

犯罪については、時代とともに新しい手口での犯罪が増加傾向にあります。まちづくり

の基本である安全対策の充実を図るために、防犯体制の強化、警察や関係団体などとの連

携のもと、犯罪が起こりにくい環境を整えることが必要となっています。 

防犯対策については、警察など関係機関との連携はもとより、こどもが危険と感じたと

きに助けを求めることができる「防犯ネットワーク」、「子ども 110 番の家」への協力など、

地域が一体となった防犯対策や夜道を安全に歩行できるよう生活道路などにある防犯灯を

適切に維持していく必要があります。 

 

主要な施策 
 

１ 交通安全意識の高揚 

交通安全に対する意識の高揚を図るため、警察や交通安全推進委員会などの関係機関と

協力しながら街頭指導や交通安全教室を実施します。また、交通安全運動の重点を軸とし

た通年運動、期別運動、交通安全の日の運動、特別対策の交通安全運動などを展開し、「交

通事故のない安全で安心なまち「七飯町」を目指します。 
 

２ こどもの交通安全 

こどもの通学時などの安全を確保するため、学校と地域が連携し、町内会や地元企業な

どによる立哨活動、自転車などのマナー向上を図ります。また、子育て支援の一環として、

外部団体のチャイルドシートの貸出事業を促進するなど、交通安全意識の高揚を図ります。 

  

関連するSDGs 
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３ 交通安全施設の整備 

カーブミラーやシェブロンマーカー（視線誘導掲示板）、歩道などの交通安全施設の整備

を道路管理者と連携して計画的に行い、信号機・交通標識などの交通規制施設の設置につ

いて、関係機関への要請に努めます。 
 

４ 防犯体制の強化 

警察や暴力追放運動協議会の関係団体との連携のもと、啓発活動の推進や高齢者を狙っ

た振り込め詐欺など特殊詐欺の被害防止対策を推し進め、犯罪のない地域社会を構築する

ため、町内会などと連携し地域ぐるみの防犯活動の支援に努めます。 
 

５ こどもを守る防犯ネットワークの充実 

こどもたちを犯罪から守るため、「防犯ネットワーク」、「子ども 110 番の家」をさらに充

実させるとともに、警察、学校、ＰＴＡなどとの連携を深めます。関係機関と連携体制を

整え、迅速かつ適切な対応ができるよう努めます。 
 

６ 防犯灯の設置 

犯罪のない安全で安心して住めるまちづくりを進めるため、生活道路などに防犯灯を維

持するため、適切に対応するとともに、町内会などの防犯灯の設置支援に努めます。 

 

主な取組・事業 

・交通安全教室開催事業 

・交通安全施設等整備事業 

・交通安全運動・啓発事業 

・地域防犯体制強化推進事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

交通安全対策（意識啓発、交通

安全施設などの整備）の満足度 
％  

39.8 

（令和６年度） 
 

防犯対策（犯罪からの安全、パ

トロール）の満足度 
％  

37.6 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

交通事故発生件数 件  
30 

（令和６年度） 
20 

交通死亡事故発生件数 件  
1 

（令和６年度） 
0 

防犯教室実施回数 回/年  
6 

（令和６年度） 
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施策１－４ 消防・救急・防災体制の充実 

 

施策の目標  自然災害からの安全確保に向け、地域防災体制の強化に努め、豊かな自然

を大切な財産とし、安心して暮らせる総合的な消防・防災・救急対策を推進

します。 

 

現状と課題 

 消防・救急車両等の整備や消防機材の整備が消防体制の強化に不可欠です。一方で、一

部の救助器具などの老朽化が進み、機能の低下や故障の増加が課題となっています。 

 消防水利については、市街地での整備が進んでいるものの、十分に確保されていない区

域もあるため、当該区域における対策の検討が必要です。 

 なお、気候変動により、日本各地で集中豪雨など自然災害が発生しており、七飯町では

北海道駒ヶ岳の火山噴火や函館平野西縁断層帯地震などの発生も想定されています。 

 災害に備え、発生時の被害を最小限にとどめるためには、被害が頻発する河川や排水路

の流入能力を向上させ、河川の安全性を確保するなど、総合的な危機管理体制の充実を図

ることが必要です。 

また、住民自らが防災対策の主人公であることを意識して、地域をあげて日頃から災害

の発生に備えるなど、公助のみならず、自助・共助により地域防災力を向上させることが

大切です。 

 大規模な災害発生時に迅速かつ的確に対応するため、自主防災組織や災害協力事業所の

充実など、住民と事業者と七飯町が協働する災害に強いまちづくりを進める必要がありま

す。 

 

主要な施策 
 

１ 災害対応力の充実強化 

複雑多様化する災害に対応するため、計画的かつ効果的な研修・訓練を行うとともに、

知識・技術の継承など職員の育成を図り、組織力の強化に努めます。 
 

２ 救急救命体制の充実強化 

救急救命士を計画的に採用するほか、より高度な処置ができる認定救命士及び指導的救

命士を養成するなど、教育指導体制の充実を図ります。また、住民に対して応急手当の知

識や方法を習得できる救急講習会を開催し救命率の向上に努めます。 
 

３ 消防・救急車両等の整備 

災害などに備えた消防力を強化するため、消防車両や救急車両の整備を図るとともに、

救助資機材などの充実に努めます。また、整備済みの消防水利については、既存施設の適

切な維持管理に努めるとともに、消防水利が十分に確保されていない区域の確保方策を検

討し、総合的な消防力の向上を図ります。 
 

４ 消防団装備の充実と連携強化 

小型動力ポンプ付積載車を整備し、機動力を高めるとともに、消防職員との合同訓練の

実施により連携体制の強化を図ります。 
 

関連するSDGs 
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５ 防災意識の向上と自主的な活動への支援 

各種災害について、防災、避難所運営などに関する計画やマニュアルを適宜・適切に見

直しを進めるとともに、ハザードマップの随時更新を図り、その普及・啓発に努めます。 

また、あらゆる媒体やイベント等を通して自助意識の醸成や、自主防災組織などとの防

災訓練や啓発活動により、共助意識の醸成を図るとともに、学校、事業所などでの防災訓

練を実施することにより、防災活動への参加を促します。 
 

６ 災害発生時の総合的な体制や対策の充実 

防災関係機関や自主防災組織、事業所などとの協力連携の強化や、避難訓練等の実施に

より、総合的な防災体制の充実に努めます。また、避難行動要支援者個別計画の作成率向

上に努めます。 
 

７ 災害に備えた環境整備 

公共施設の耐震性を強化するため、耐震診断と改修を計画的に推進します。 

多数の人が利用する民間施設や住宅の耐震化を進めるため、助成制度の情報提供を実施

し、啓発を図ります。 

また、防災行政無線等の適切な整備と運用により、適切かつ迅速な情報収集及び情報提

供に努めます。 
 

８ 治水・治山対策の推進 

河川、排水路の適切な整備により、雨水排水能力の向上と浸水を防ぐことで、安全性の

確保に努めます。また、二級河川改修と砂防事業の早期整備に向けた要望活動に努めます。 

駒ヶ岳の防災体制の整備•充実を図るとともに、火山砂防事業及び治山事業の促進に向け

た要望活動に努めます。 
 

主な取組・事業 

・河川環境整備事業 

・消防活動資器材整備事業 

・高規格救急自動車更新事業 

・防災計画・マニュアル等更新事業 

・小型動力ポンプ付積載車更新事業 

・広報車更新事業 

・防災行政無線の機器更新事業 

・消防水利確保対策事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

消防・救急体制の整備 ％  
61.5 

（令和６年度） 
 

災害（風水害、地震、土砂災害、

火災など）の対策 
％  

38.5 

（令和６年度） 
 

災害防止のための治山や治水

事業 
％  

30.4 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

消防力の整備率（車両） ％  
100 

（令和６年度） 
 

自主防災組織率（世帯数） ％  11.8 

（令和６年度） 
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施策１－５ 情報ネットワークの整備 

 

施策の目標  情報通信基盤の整備を促進し、積極的な情報発信による産業活動の活性化

や防災情報体制等の整備に努め、情報化社会の変化に対応できるまちづくり

を目指します。 

 

現状と課題 

 情報通信の整備については、町内のほぼ全域で光インターネット環境が整っていますが、

令和６年度末現在において、豊田地区と鶴野地区では加入率が 30％程度で推移しており、

加入促進を図る必要があります。 

行政の電子化については、情報通信技術の進展によるデジタル化が進んでおり、特に、

マイナンバーやＩＣＴを活用した行政手続の効率化が進められ、住民の利便性は向上して

おります。 

今後も、文書の電子化をはじめ、各種手続きなどの事務効率化を進め、情報化社会に対

応するための体制整備が不可欠となってきています。そのため、デジタルデバイド対策な

ど、住民がデジタル技術を活用できるよう、デジタル教育、手続のデジタル化を推進する

必要があります。 
 

主要な施策 
 

１ 事務効率化を目指した庁内情報システムの整備 

総合行政情報システムの標準化移行の円滑な実施を図るとともに、費用の抑制に努めま

す。また、総合行政情報システムの法制度改正等に対応した的確な改修などに努めます。

事務用パソコン等については、老朽化による効率の低下などが生じないように、適切な更

新に努めます。 
 

２ 行政のデジタル化によるサービス拡充 

行政のデジタル化を推進するとともに、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備や広報等によるインター

ネット加入の促進に努め、地域ごとの整備状況に配慮しながら、住民の利便性の向上を図

ります。また、少子高齢化に伴う地域産業の衰退への対応や教育の質の向上、生活・就労

環境の改善、医療や社会基盤の充実化などの課題について、未来技術の活用や可能性を検

討し課題を解決します。 
 

３ 提供情報の充実 

こどもや高齢者、観光客など、それぞれの対象者やシーンに適したコンテンツの充実を

図ります。 
 
４ デジタル人材の確保と育成の推進 

デジタル化を推進するにあたり、専門知識を持つ人材の確保に努めるほか、外部委託等

の対を進めるとともに、デジタルに関する知識やノウハウを地域に定着させ、デジタル人

材を育成する取組を推進します。 

関連するSDGs 
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主な取組・事業 

・総合行政情報システム更新事業 

・事務用パソコン更新事業 

・社会保障・税番号制度改正対応システム

改修事業 

・庁舎内サーバー更新事業 

・証明書コンビニ発行サービス事業 

・北海道総合行政情報ネットワーク機器

更新事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

情報基盤（インターネット環境

など）の充実度 
％  

38.2 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

補助事業による光インターネ

ット整備地区の加入率 
％  

30 

（令和６年度） 
50 

公共施設Ｗｉ－Ｆｉ整備 施設  
18 

（令和６年度） 
20 
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基本目標２ 快適なまちづくり 

 

施策２－１ 環境施策の総合的推進 

 

施策の目標  自然環境と調和した、住民が生涯にわたって快適に暮らせる環境づくりを

推進します。 

 

現状と課題 

 ラムサール条約登録湿地でもある大沼国定公園を含む緑豊かな自然は、七飯町のシンボ

ルであり、七飯町の大きな魅力の 1 つとなっています。しかしながら、大沼は水質基準超

過が続いており、対策を継続・拡大しなければなりません。また、生物の多様性を保全し

ながら、住みよい環境を向上させ、将来を担うこどもたちに引き継ぐため、自然環境の保

全を町全体で総合的に進める必要があります。 
 

主要な施策 
 

１ 環境施策の総合的推進 

地球温暖化の防止をはじめ、自然環境の保全、水質汚濁の防止など、あらゆる環境問題

への対応と環境学習の推進を図り、住民参画のもと、環境を総合的に捉えた施策を一体的

に推進します。また、公共施設をはじめ、地域における再生可能エネルギーの積極的な導

入など、脱炭素社会の実現に向けた取組を進め持続可能なまちづくりを図るとともに、北

海道と連携し「ゼロカーボン北海道」の実現を目指します。 
 

２ 大沼（湖）の環境対策の積極的推進 

渡り鳥の休息地である大沼の水質改善のため、国・北海道・町・地域団体で組織する大

沼環境保全協議会での施策により、大沼の負荷軽減に努めます。また、大沼ラムサール協

議会を支援し、湿地の大切さを伝えます。 
 

３ 町内河川における水質検査の実施 

町内の河川において水質検査を実施し、河川環境負荷の監視・保全に努めます。 
 

４ 生物多様性の保全 

本来あるべき多様性保全のため、外来種対策に努めます。また、人身・農業被害防止の

ため、有害鳥獣対策に努めます。 
 

５ ＳＤＧｓの理念の推進 

持続可能なまちづくりや地域活性化の推進にあたっては、ＳＤＧｓの理念に沿った取組

を進めるとともに、政策全体の最適化や地域課題解決の加速化を図ります。 
 

 

関連するSDGs 
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主な取組・事業 

 

・住民参画の環境学習推進事業 

・環境保全団体等育成事業 

・町内河川水質定期検査事業 

・大沼流入河川簡易水質検査事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

自然環境（大気・水環境、動物・

植物など）の保全 
％  

67.1 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

水質環境基準達成率 ％  
99.0 

（令和６年度） 
 

七飯町における温室効果ガス

排出量の削減 

千ｔ

CO2 
 

191.0 

（令和６年度） 
131.0 
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施策２－２ 循環型社会の構築 

 

施策の目標  住民、事業者と行政との協働により、ごみの発生抑制やリサイクルなどの

取組を進めるとともに、一般廃棄物の適正処理を推進し、自然環境と調和し

た持続可能な循環型社会の形成に積極的に取り組みます。 

 

現状と課題 

 環境保全の重要性が叫ばれる中、従来の大量生産・大量消費・大量廃棄の仕組みや生活

様式を根本から見直し、循環を基調とするゼロエミッション社会を形成していくことが求

められています。 

 七飯町のごみについては、年間約８千トン発生し、町民団体の自主的なリサイクル運動

の推進や３Ｒ（リデュース［発生抑制］、リユース［再利用］、リサイクル［再生利用］）の

取組により、ごみ発生量は減少傾向にあるものの、現リサイクルセンターの老朽化による

処理能力低下、また、不燃ごみの最終処分場の残余容量もひっ迫しています。そのため、

今後さらなるごみ排出量の減少に努める一方で、長期間継続可能かつ効率的な最終処分及

び中間処理を行う施設更新及び延命化が必要です。また、老朽化が進むし尿処理施設の維

持・保全についても検討が必要です。 

 

主要な施策 
 

１ ごみの分別化・減量化の推進 

ごみの出し方•分け方について定期的に見直すとともに、積極的な情報発信を行い、理解

を深める施策を推進します。また、生ごみの堆肥化のため各家庭でのコンポスト設置を支

援するとともに、可燃ごみ等の削減を図ります。 
 

２ エコ・リサイクル製品の利用推進事業 

エコ・リサイクル製品の情報を提供し、３Ｒを推進します。 
 

３ 資源ごみ集団回収・分別回収の推進 

回収量に応じた報償金制度を設け、各団体の資源の回収を継続的に支援します。また、

レアメタルなどの回収のため小型家電を回収する回収箱を設置し分別を図ります。 
 

４ 不法投棄の防止 

パトロールの強化や、不法投棄防止の啓発活動の実施により、「不法投棄ゼロ」を目指し

ます。 
 

５ し尿処理施設の整備 

老朽化が進むし尿処理施設の維持・保全について検討します。 
 

 

 

関連するSDGs 
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６ 一般廃棄物処理施設（最終処分場・中間処理施設）の延命化及び整備 

最終処分場については、延命化工事を実施するとともに、循環型社会形成推進交付金を

活用した再延命化又は新最終処分場整備に向け地域計画を策定し整備します。また、中間

処理施設であるリサイクルセンターにおいても、処理機器の長寿命化又は新リサイクル施

設整備も含めた地域計画を策定し整備します。 

 

主な取組・事業 

・廃棄物処理施設等整備事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

ごみの減量やリサイクル（収

集・処理、再利用など）の推

進 

％  
66.1 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

１人当たりごみ排出量 ｇ/日  
870 

（令和６年度） 
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施策２－３ 上下水道の整備 

 

施策の目標  安全な水道水を安定して供給するため、老朽化した設備の更新や施設整備

に合わせ、効率的な施設能力を確保するとともに、災害にも強い水道施設づ

くりに努めます。公共下水道については、より一層の効率的な経営と施設更

新に必要となる財源の確保に努めます。 

 

現状と課題 

七飯町の水道は、町内全域で１つの上水道事業を経営しており、管路拡張や施設整備を

進め、町全域がほぼ給水区域となり、令和６年度末の普及率は 98.8％となっています。 

 一方、老朽化している配水管もあるため、更新を計画的に進め、有収率の向上と漏水事

故の減少を図るとともに、安全・安心な水道水の確保に向けた経営資源のより一層の効率

化が必要です。 

 また、近年多発している地震や集中豪雨などの自然災害に備え、水道施設及び管路の耐

震化計画、災害時の危機管理マニュアル及び水安全計画などの策定はもとより、漏水や災

害時の即応性向上のため、七飯管工事業協同組合をはじめとする町内水道事業者の育成に

より一層の経営安定化が必要となっています。 

 下水道については、流域関連公共下水道、特定環境保全公共下水道、合併処理浄化槽な

どにより地域の特性に合わせた生活排水の処理を推進しています。 

 このうち流域関連公共下水道は、平成４年４月の供用開始以来、処理区域を順次拡大し

て整備を進めてきましたが、今後は、社会経済情勢や地域の実情などを踏まえ、必要に応

じて下水道全体計画の見直しを検討していきます。 

 特定環境保全公共下水道については、大沼下水浄化センターが平成元年に供用開始され

た施設であるため、老朽化の進行はもとより、当初の汚水計画量と現在の汚水処理量に乖

離があることや、人口減少などによる経営環境の悪化を踏まえ、維持管理費用の削減のた

め、流域関連公共下水道へ接続・処理する下水道広域化事業を実施します。なお、下水道

広域化事業実施後の大沼下水浄化センターについては、既存施設の一部を流量調整池等と

して再活用します。 

 また、突然の災害発生に備え、下水道施設の被害による社会的な影響を極力抑制し、速

やかな復旧を可能にするため、関係機関と連携し、資機材の確保・情報連絡体制の整備を

図る必要があります。 

 

主要な施策 
 

１ 事業の円滑な運営 

上下水道事業の円滑な運営のため、公営企業としての健全な事業経営に努めます。また、

定期的に経営戦略を改訂するとともに水道料金・下水道使用料の負担の適正化を図ります。 
 

関連するSDGs 
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２ 安全・安心な水質の確保 

七飯町の水源は、湧水及び深井戸であり、良好な水質のため塩素滅菌のみの浄水処理に

より給水を行っており、今後も安全•安心な水質・水量の確保に努めます。 
 

３ 水道施設の維持・改善 

安全・安心な給水の確保と効率的な施設の運用に向け、配水管更新計画を策定し、耐震

化計画に併せ計画的な老朽管の更新を進め、有収率の向上及び漏水事故の減少を図ります。 

また、地震に強い施設を構築するため、必要に応じて策定済みの水道施設及び管路の耐

震化計画を見直し、地震災害の影響を最小限にすることに努めます。 
 

４ 災害時の体制強化 

近年、増加している集中豪雨や地震などの自然災害発生時の体制強化に向け、危機管理

及び災害時対応マニュアル（下水道ＢＣＰ等を含む）を策定・更新し、災害時の迅速かつ

適切な対応に努めます。 
 

５ 下水道全体計画の見直し 

社会経済情勢の変化や地域の実情などを踏まえ、必要に応じ、全体計画区域の見直しを

行います。 
 

６ 下水道処理機能の維持 

大沼下水浄化センターについては、下水道広域化事業の供用開始に伴う下水道処理機能

の廃止までの間は、民間の創意工夫や一括発注によるコスト縮減効果が期待できる「性能

発注」方式による「包括的民間委託」により、引き続き効率的な維持管理に努めます。 
 

主な取組・事業 

・水道施設整備事業 

・水道施設耐震化事業 

・下水道ストックマネジメント事業 

・下水道ＢＣＰ更新事業 

・合併処理浄化槽設置整備補助事業 

・下水道広域化事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

上水道（安全・安心な水道水

の安定供給など）の整備 
％  

74.3 

（令和６年度） 
 

下水道（生活排水処理、合併

処理浄化槽など）の整備 
％  

61.6 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

水道有収率（全体） ％  
66.5 

（令和６年度） 
 

配水管の漏水件数 件  
142 

（令和６年度） 
 

普及率（上水道） ％  
98.8 

（令和６年度） 
 



54 

施策２－４ 公園・緑地・景観の保全 

 

施策の目標  住民の憩いの場、交流の場を確保するため、恵まれた自然環境を活かした

魅力ある公園・緑地の整備を図るとともに、七飯町特有の自然景観資源の保

全に努めます。 

 

現状と課題 

 こどもから高齢者、障がいのある方を含めた多くの住民が安心して遊び、くつろぎ、ふ

れあうことのできる身近な憩いの場の保全が望まれています。また、七飯町には都市公園

11 箇所、都市緑地 1箇所などがありますが、公園施設の適切な修繕や計画的な改築などに

よる、安全で清潔、快適な公園の維持管理が必要です。 

景観については、大沼国定公園をはじめ、赤松街道など、歴史的景観が多様に残されて

います。これらは町の貴重な財産であり、ゆとりやうるおい、美しさなどを求める現代に

あって住民の心のよりどころにもなっており、この景観を保全して後世に継承していくこ

とが必要です。 

 

主要な施策 
 

１ 公園・緑地の保全及び施設などの維持管理 

こどもから高齢者、障がいのある方を含め多くの住民が身近に利用でき、健康を維持す

る憩いの場を提供するために、公園及び緑地を保全します。また、住民が常に憩える安全

な状態に保つ必要があることから、七飯町公園施設維持管理計画に基づき、適切な維持管

理を行います。 
 

２ 良好な景観の形成・保全 

良好な景観の形成・保全のため、地域の特性を活かした景色、赤松街道など歴史的景観

の保全に努めます。 

 

主な取組・事業 

・公園・緑地等保全事業 

・公園内施設等維持管理事業 

・景観に対する啓発事業 

 

 

 

 

 

関連するSDGs 
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目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

公園・スポーツ施設（身近な公

園・広場・緑地、運動場など）

の充実度 

％  
35.1 

（令和６年度） 
 

景観（街並み、自然・農地の風

景など）の美しさ 
％  

72.8 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

１人当たりの都市公園面積 

（都市計画区域内） 
㎡  

5.34 

（令和６年度） 
 

北海道自然環境等保全条例に

基づく環境緑地保護地区の届

出 

件  
0 

（令和６年度） 
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基本目標３ ふれあいと支え合いのまちづくり 

 

施策３－１ 保健・医療体制の充実 

 

施策の目標  すべての住民が健康で元気に暮らせるよう、地域・行政・医療機関などが

連携した健康に関する教育・指導・相談などの体制を整え、住民が主体とな

る健康づくりを推進します。また、医療ニーズの高度化・多様化に対応し、

地域で安心な医療が受けられるよう、医療体制の充実を図ります。 

 

現状と課題 

 健やかで豊かな生活を送るためには、住民一人ひとりが健康についての関心を持ち、自

らの生活習慣を見直し、健康づくりに努めなければなりません。住民の健康を保持増進す

るための保健事業を行っていますが、事業への参加者数、各種検診などの受診率は伸び悩

んでいるのが現状です。 

 核家族化やひとり親家庭の増加、共働き世帯の増加、少子化などを背景に、家族形態が

変化してきており、親自身の経験不足や身近に相談者がいないなど、出産・育児に自信が

持てない親が増えています。また、地域のつながりの希薄化や、父親の帰宅が遅いなど母

子のみで過ごす時間が長く、閉じこもりがちな家庭もあり、こどもを取り巻く環境が変化

しています。 

 また、高齢者人口の割合が増加し、医療や介護がさらに必要となることが見込まれるた

め、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域医療体制の維持及び強化が求

められています。 

 

主要な施策 
 

１ 健康づくりのための環境整備 

住民が健やかに暮らし続けることができるよう、各種検診事業・予防接種事業・健康教

育相談事業・生活習慣病予防事業・介護予防事業を推進します。 
 

２ こどもを安心して産み育てるための環境整備 

安心して出産「・子育てができ、こどもが健やかに成長できるよう、各種健診（妊産婦「・ 

幼児）・育児栄養相談・新生児訪問などを実施します。 
 

３ 医療の充実と介護・福祉との連携 

住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、町内や隣接地域の医療機関相互の連

携、機能分担、整備促進などを進め、地域医療体制の充実に努めるとともに、介護や福祉

との連携を強化します。 

 

関連するSDGs 
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主な取組・事業 

・予防接種事業 

・ 幼児健診事業 

・妊産婦健診事業・産後ケア事業 

・各種検診事業 

・休日当番医事業 

・救急医療対策事業 

・健康づくり支援事業 

 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

保健活動（健康診査、健康相談

など）の充実度 
％  

43.8 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

各種（胃・肺・大腸）がん検診

受診率 
％  

3.7 

（令和６年度） 
15.0 

各種（子宮・ ）がん検診受診

率 
％  

8.7 

（令和６年度） 
15.0 

肥満の人の割合 ％  

男性：29.2 

女性：19.7 

（令和６年度） 

男性：28.0 

女性：17.0 

高血圧の人の割合 ％  

男性：18.8 

女性：「9.7 

（令和６年度） 

 

運動習慣のある人の割合 ％  

男性：51.7 

女性：45.3 

（令和６年度） 

男性：58.0 

女性：52.0 

 児健診受診率 ％  
97.6 

（令和６年度） 
 

１歳６ヶ月児健診受診率 ％  
96.5 

（令和６年度） 
99.0 

３歳児健診受診率 ％  
97.7 

（令和６年度） 
 

５歳児健診アンケート回収率 ％  
94.5 

（令和６年度） 
 

  



58 

施策３－２ 地域福祉の充実 

 

施策の目標  すべての住民が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、社会福祉協議会

をはじめ、民生委員、ボランティア団体など各種団体との連携を強化すると

ともに、地域も交えた地域福祉の向上に努めます。 

 

現状と課題 

 核家族化や少子高齢化が進み、地域の連帯感が希薄化し、高齢者と支え手の関係は急速

に厳しい状況になってきています。 

 公的な福祉サービスは、分野ごとに整備され、高齢者福祉や障がい者福祉の分野では、

質・量ともに充実していますが、軽易な手助けなど、公的な福祉サービスでは拾いきれな

いニーズについては対応できていないなどの課題があります。 

 この課題については、民生委員の声かけ活動、町内会による住民相互の助け合い活動（要

援護者支え合い事業）、ボランティア活動による地域貢献事業（ボランティアポイント事業）

の実施などで担ってきましたが、超高齢社会を迎え、多様なニーズはさらに増加すること

が予想され、現在の事業だけでは「支援を必要とする人」への対応は困難になることが予

想されます。 

 その一方で団塊の世代は、健康にも恵まれ、活力豊かであることから、これまで培われ

た豊かな知識や経験・技術を活かし、地域課題を解決する力に換えられるような高齢者も

増加すると考えられます。 

 すべての住民が住み慣れた地域の中で安心して暮らせる環境づくりに向けて、住民・行

政・関係機関が協働し、地域での生活に必要な多様なサービスを構築するとともに、町内

会、老人クラブ、ＮＰＯなど住民主体の団体が行う活動を支援する体制の構築など、地域

における身近な生活課題に対応する新しい地域福祉のあり方を検討することが重要です。 

 

主要な施策 
 

１ 要支援者支援体制の構築 

社会福祉協議会、民生委員、消防、町内会、民間事業者との連携により、要支援者情報の

共有化に努め、支援体制の構築を推進します。 
 

２ 多様なサービス活動の支援 

町内会、ボランティア団体、ＮＰＯ法人などが実施する多様なサービス提供体制の構築

の支援に努めます。 
 

３ 相談機能の充実 

地域包括支援センターにおける相談機能の充実を図ります。また、地域住民の多様化し

たニーズに対応する包括的な支援体制の構築に努めます。 

関連するSDGs 
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４ 権利擁護制度の周知・成年後見人申立権の活用 

日常生活自立支援事業や成年後見制度を周知し、利用を促進します。また、判断能力が

十分でない人の保護「・支援を図るため、町長による成年後見（補助「・保佐「・後見）の申立権

の適切な活用を図ります。 
 

５ ボランティア活動の推進 

ボランティア活動の推進や強化を図ります。また、ボランティア活動により地域貢献が

実感できるボランティアポイント事業及び有償ボランティア事業を推進します。 
 

６ 情報の共有・連携強化 

行政と社会福祉協議会が一体となり、多様なサービス提供主体と協働し、情報共有及び

連携強化の場の設置に努めます。 
 

７ 地域共生社会の実現 

地域共生社会の実現、全世代・全員活躍型「生涯活躍のまち」の展開のため、多様・複雑

な課題を抱える方々に対応するための包括的な支援体制を整備するとともに、地域におけ

る多様な社会参加の場やつながりの創出を促進します。 
  

主な取組・事業 

・要援護者支え合い事業 

・ボランティアポイント事業 

・権利擁護事業 

・生活支援有償ボランティア事業 

・重層的支援体制整備事業 
 

目指す指標 
 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

活
動
指
標 

要援護者支え合い事業の推進

（見守り活動） 
団体  

72 

（令和６年度） 
 

権利擁護制度の周知 回/年  
2 

（令和６年度） 
 

要援護者支え合い事業の推進

（交流活動） 
団体  

55 

（令和６年度） 
 

ボランティア活動の推進 

（【個人】ポイント付与数） 

ﾎﾟｲﾝﾄ/

年 
 

2,855 

（令和６年度） 
 

ボランティア活動の推進 

（【団体】ポイント付与数「） 

ﾎﾟｲﾝﾄ/

年 
 

2,554 

（令和６年度） 
 

生活支援有償ボランティア事

業の推進 

（【個人】有償ボランティア登

録者数） 

件/年  
46 

（令和６年度） 
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施策３－３ 子育て支援の充実 

 

施策の目標  保育サービスの充実をはじめ、安心してこどもを産み、育てられる環境づ

くりに取り組むとともに、子育てに関する学習や交流を通じて家庭の育児能

力を高め、七飯町で子育てしたい人を増加させるよう努めます。 

 

現状と課題 

 国内では、予想を上回る勢いで少子化が進んでおり、今後もさらに加速することが懸念

されています。七飯町においても、共働き家庭の増加など、働き方や生活スタイルが変化

し、子育て支援を必要とする家庭も増加傾向にあることから、結婚・妊娠・出産・子育てに

対する切れ目のない支援が必要になっています。 

 少子化の進展によりこどもの数は徐々に減少傾向にありますが、 幼児のいる子育て期

に働く女性は増えています。 

そのため、就労形態や生活スタイルに沿った保育が求められるなど、ニーズの多様化が

進んでいるほか、就学後のこどもについても、学童保育クラブの充実が望まれています。 

 また、家族構成や地域のつながりの変化に加え、最近では物価高騰などの社会情勢や生

活様式の変化などから、子育てに対する不安や負担を感じる親が増えています。 

 

主要な施策 
 

１ 相談支援体制、情報提供の充実 

こども家庭センターの設置により、相談支援体制等の充実を図ります。また、子育て支

援センターによる各種事業の実施を含め、こども・子育てに関する様々な情報提供の充実

を図ります。 
 

２ 保育サービスの充実 

通常保育・時間外保育、病児保育、こども誰でも通園制度等の各種保育サービスの充実、

放課後児童健全育成事業の充実に努め、子育てを支援します。 
 

３ 母子保健の推進 

妊娠・出産・子育て期における親子の健康増進を図るため、関係機関等と連携しながら

母子保健事業を推進します。 
 

４ 家庭の養育に恵まれないこどもへの支援 

要保護児童対策地域協議会を活用し、児童相談所、小・中・義務教育学校、幼稚園「・保育

所「（園)「・認定こども園、医療機関、主任児童委員「・児童委員等との連携により虐待防止等、

必要な支援を行います。 
 

  

関連するSDGs 
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５ ひとり親家庭の自立支援 

ひとり親を対象に、自立に必要な情報提供、相談指導等の支援を行うとともに、職業能

力の向上及び求職活動の支援を行います。 
 

６ 職業生活と家庭生活との両立が可能な環境整備 

仕事と生活の調和の推進とその基盤となる子育て支援の充実を図ります。 
 

７ 子育て家庭への経済的支援 

 子育て家庭の経済的負担を軽減するため、医療費や学校給食費、育英資金等の経済的支

援を行います。 

 

主な取組・事業 

・児童虐待防止の啓発事業 

・ひとり親家庭等医療費助成事業 

・地域子ども・子育て支援事業（19 事業） 

・子育てサポート事業 

・子ども医療費助成事業 

・多子世帯給食費軽減事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

子育て環境（保育施設、相談、

交流の場など）の充実度 
％  

29.0 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

保育所等の待機児童数 ％  
0 

（令和６年度） 
 

学童保育の待機児童数 ％  
0 

（令和６年度） 
 

子育て支援センターの利用者

数 
人  

6,932 

（令和６年度） 
 

こんにちは赤ちゃん事業訪問 ％  
100 

（令和６年度） 
 

町立学童クラブ施設老朽化の改善 施設数  
1 

（令和６年度） 
 

奨学金返還支援制度活用実績累計 人  
4 

（令和６年度） 
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施策３－４ 高齢者福祉の充実 

 

施策の目標  高齢者が住み慣れた地域で生き生きと暮らせるよう、社会参加や在宅生活

への支援を充実するとともに、介護保険事業の充実に努め、ともに支え合う

地域づくりを推進します。 

 

現状と課題 

 七飯町の高齢化率は、令和２年の国勢調査で約 35％となっており、今後さらに高齢化率

は上昇していく見込みとなっています。高齢者福祉においては、地域包括ケアシステムの

実現が求められ、要介護状態となっても住み慣れた地域で最後まで暮らすことができるよ

うな取組を推進しています。今後は、高齢化率の上昇とともに、認知症高齢者の増加が見

込まれており、「新しい認知症観」の普及とともに、認知症になっても自分の住み慣れた地

域で暮らしていける体制づくりが求められています。 

 七飯町においても、今後、単身世帯や夫婦のみの高齢者世帯が一層増加し、高齢者支援

ニーズがさらに多様化していくことが予測されることから、住民、行政及び関係機関が協

働し、きめ細かな福祉サービスを提供できる仕組みを構築していく必要があります。 

 

主要な施策 
 

１ 介護予防の総合的な推進 

健診の受診勧奨、保健指導や予防接種の推進、そして介護予防・日常生活支援総合事業

の推進などに努め、高齢者の健康づくりを支援します。 
 

２ 高齢者の多様な活動への参加支援 

生涯学習の充実や、軽スポーツの推進、老人クラブ活動の支援、ボランティア活動の支

援などにより、高齢者の生きがいづくりを支援します。 
 

３ 介護保険サービスの円滑な運営 

高齢者が、住み慣れた地域や家庭で安心して生活が送れるよう、介護保険サービスの円

滑な運営を図ります。 
 

４ 在宅生活の支援 

外出支援サービスや緊急通報体制等整備などの在宅福祉サービス事業を行い、高齢者が

継続して在宅で自立した生活ができるよう支援します。また、認知症本人の意思を尊重し

た支援に努めます。 
 

５ 地域包括ケアの推進 

地域包括支援センターを中心として、相談体制の充実、地域ケア会議を開催します。ま

た、高齢者の権利擁護や、医療と介護の連携の推進、災害時をはじめとした生活上の安全

対策にも取り組み、地域包括ケアシステムの実現に向けて推進します。 

関連するSDGs 
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主な取組・事業 

・地域介護予防活動支援事業 

・地域リハビリテーション活動支援事業 

・認知症ケア体制の推進 

・包括的相談支援事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

高齢者が安心して暮らせる施

策の充実 
％  

33.8 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

地域介護予防活動支援事業 団体  
51 

（令和６年度） 
 

外出支援サービス ％  
20 

（令和６年度） 
 

緊急通報体制等整備事業 ％  
14 

（令和６年度） 
 

地域ケア会議開催数 回/年  
10 

（令和６年度） 
 

65 歳以上の住民主体の介護予

防への参加率 
％  6.2 

（令和６年度） 
 

要介護認定率 ％  
21.95 

（令和６年度） 
 

 

 

 

  



64 

施策３－５ 障がい者福祉の充実 

 

施策の目標  障がいのある人が地域社会の一員として自立した生活ができるよう、障が

い福祉サービスの充実を図るとともに、地域で安心して暮らせる社会環境づ

くりを推進します。 

 

現状と課題 

 障がい者福祉施策は生活全般にわたり、一人ひとりの障がいの状態や生活実態によって

様々な分野の取組が必要であり、障がい者プラン・障がい福祉計画・障がい児福祉計画の

定期的な見直し・検証が必要です。 

 障害者総合支援法に従い、障がいの種類（身体・知的・精神・難病）にかかわらず、サー

ビスの提供を一元化し、提供体制の整備・充実を図るとともに、総合的に障がい者をサポ

ートするための相談体制づくりを推進しています。 

 また、保健・医療・教育などの関係機関の協力を得ながら、一貫した総合的な相談・更生

援護・療育などの整備・拡充が求められています。 

 障がい者の自立した生活の促進のため、住居の確保、日常生活の支援、就労支援などの

援助体制の整備や雇用機会の拡大や社会参加の促進、さらにユニバーサルデザイン・バリ

アフリーのまちづくりの推進が必要です。 

 

主要な施策 
 

１ 相談支援体制・生活支援の充実 

相談支援体制の充実を図るとともに、障がい福祉サービスの量と質の確保、地域生活支

援事業の推進、権利擁護などに取り組み、障がい者が安心して暮らせる生活支援に努めま

す。 
 

２ 社会参加の支援 

文化・芸術活動の推進、スポーツ・レクリエーション活動への参加支援、外出の支援、ユ

ニバーサルデザイン・バリアフリー化の推進などに取り組み、障がい者の社会参加を促進

します。 
 

３ 教育・保育環境の充実 

障がい児保育の推進、適切な教育機会の提供、放課後支援の推進、発達障がいへの適切

な対応などに取り組み、障がい児の教育・保育環境の充実に努めます。 
 

４ 就労支援の充実 

福祉的就労の支援、一般就労の促進、授産製品の販路拡大などに取り組み、障がい者の

就労支援の充実を図ります。 

 

  

関連するSDGs 
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５ 住みよいまちづくりの推進 

障がい者への理解を深める情報の発信、障がい者への適切な情報提供の充実、ボランテ

ィア活動との連携、生活安全対策の推進などに取り組み、障がい者が住みよいまちづくり

を推進します。 

 

主な取組・事業 

・相談支援体制の充実・強化 

・地域生活支援事業の推進 

・療育訓練への支援 

・成年後見制度の周知と利用者への支援 

・福祉的就労の充実 

・外出の支援 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

障がい者が安心して暮らせる
施策の充実 

％  
23.0 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

地域の相談機関との連携強化

の取組実施回数 
回  

6 

（令和６年度） 
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施策３－６ 社会保障の充実 

 

施策の目標  すべての住民が健康で安心して生活を送ることができるよう、社会保障制

度の周知と適正な運用に努めます。 

 

現状と課題 

 国民健康保険被保険者は、失業者や年金生活者が多数を占めており、年齢構成が高く、

医療費水準も高い状況にあることから、七飯町においても厳しい財政運営となっています。 

このため生活習慣病の発症や重症化予防を目的とした特定健康診査などの保健事業の実

施により、医療費の抑制を図り、財政運営を改善することが重要です。 

 また、運営主体である北海道と連携・情報共有を図り、持続可能な財政運営に取り組む

とともに、きめ細かなサービスを確保する必要があります。 

 国民年金は、将来における安定した所得保障の基盤として重要な制度であることから、

年金制度に対する理解を得ながら、未加入や未納者の解消を図る必要があります。 

さらに、生活保護世帯は横ばいで推移しており、引き続き生活保護実施機関である北海

道との連携強化、社会福祉協議会などの関係機関や庁内各課と連携を図り、相談体制の充

実及び自立の促進を図る必要があります。 

 

主要な施策 
 

１ 医療費の抑制 

国民健康保険医療費の抑制に努めるため、特定健康診査・特定保健指導の受診率向上及

び国保ドック事業の活用など、保健センターとの連携のもとに被保険者の１次1「・２次2予防

に努め、医療費の抑制を図ります。 
 

２ 広報活動や相談などの実施 

年金に対する広報活動や相談などを行い、住民の利便性向上を図るとともに、制度に対

する理解と認識を深め、未加入の防止と未納者の減少に努めます。 
 

３ 生活保護実施機関（北海道）との連携強化 

要保護者などの情報を行政や関係機関へ連絡調整を行うなどの連携を強化します。 
 

４ 生活困窮者自立支援事業の利用促進  

生活保護に至る手前の段階にある世帯への経済的自立に向けた支援を強化するため、北

海道が実施する生活困窮者自立支援事業の利用促進、関係機関との連携を図り、相談体制

を充実させて自立促進に努めます。 
 

 
1「1 次予防・・生活習慣の改善や健康増進により病気の発症を予防すること。 
2「2 次予防・・早期発見、早期治療により病気の重症化を予防すること。 

関連するSDGs 
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主な取組・事業 

・国保ドック事業（人間ドック・脳ドック） 

・医療費通知事業 

・特定健康診査事業 

・特定保健指導事業 

・北海道渡島総合振興局との連携強化 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

児童福祉（母子・父子家庭、

支援制度・体制など）の対策 
％  

26.2 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

特定健診受診率 ％  
27.7 

（令和６年度） 
 

生活保護人数 人  
469 

（令和６年度） 
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基本目標４ 学ぶ喜びを生み出すまちづくり 

 

施策４－１ 幼児・学校教育の充実 

 

施策の目標  幼稚園・保育所等との連携を強化し、発達や学びの連続性を踏まえた就学

前教育の充実に努めるとともに、教職員研修の充実・推進に努め、それぞれ

の学校での特色ある教育活動を支援します。 

       また、学校教育施設の整備・充実を図るとともに、安全で安心な学校づく

りを推進するため学校の防犯対策を強化する一方で、地域住民や保護者が学

校行事等に積極的に参画する地域に開かれた教育環境を整備します。 

 

現状と課題 

幼児期の教育については、国の制度の変更に伴い幼稚園・保育所から認定こども園への
移行が進み、幼児教育の一層の充実が求められています。 
学校教育については、デジタル化等の社会の変化に対応できるよう、教育内容の充実と

教員研修の充実が求められています。 
優れた教育を進めていく上で、良好な教育環境を整備・確保していくことは欠かせない

要件です。町独自のきめ細かい教育を推進するとともに、時代の変化に対応した教育内容
の充実や、学校・家庭・地域が連携した特色ある学校づくりなどが必要となっており、ま
た、認定こども園や小学校、中学校及び義務教育学校における児童・生徒の安全性を高め
るため、必要に応じた施設の充実が課題となっています。 
 七飯町では、児童・生徒が町の自然や社会、文化、福祉、産業などに触れる機会を充実さ
せるため、これまで特色ある教育や学校づくりを進めてきました。今後も、創造力と豊か
な心を持つ児童・生徒の育成に努めるとともに、教育内容の一層の充実を図る必要があり
ます。 
 優れた教育を進めていく上で、学校・家庭・地域の連携は不可欠であり、いじめ・不登校
の対策及び不審者などからこどもたちを守るためには、三者の連携が必要不可欠であるこ
とから、今後一層の連携の強化が必要になっています。 

 

主要な施策 
 

１ 幼児教育の充実 

幼児期の教育は、能力開発、身体育成、人格形成、情操と道徳心の涵養に極めて大切で

あり、家庭から幼児教育施設そして小学校への円滑な接続、家庭や地域、関係機関が一体

となった幼児教育の推進に努めます。 
 

２ 学校教育の充実 

児童・生徒の基礎学力の向上と健全育成、社会の変化に対応した教育や道徳教育の充実、

特別支援教育の充実を図ります。また、児童・生徒にとって安全な「通いたい学校」、保護者

にとって安心な「通わせたい学校」、教職員にとって「働きがいのある学校」を目指します。 
 

３ 教育環境の充実 

すべてのこどもたちが安心して学び、遊び、交流できる教育環境づくりのため、教育関

連施設を整備します。また、こどもたちの校舎内・敷地内での安全を確保します。 

関連するSDGs 
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４ 総合学習などへの資料提供、補助金交付 

町立学校において、「ふるさと七飯町」の様々な事項について学習できる授業を行えるよ

う、総合的な学習に対する資料提供や補助金交付などを実施し、「ふるさと七飯町」に愛着

を持つことができる環境を整備します。 
 

５ 児童・生徒の安全確保の推進 

地域における見守り活動や子ども 110 番の家、不審者情報ネットワークなどの活用により、

家庭・地域・警察関係機関などと連携し、地域ぐるみで児童・生徒の安全確保を図ります。 
 

６ いじめ対策 

七飯町いじめ防止基本方針に基づき、こどもたちが「いじめは決して許されない行為」

であるという意識を高められるよう努めます。 

また、教育関係者は日頃からこどもたちの些細な変化を見逃さず、いじめの早期発見に

努めるとともに、いじめを認知した際は、関係機関と連携して迅速に対応します。 
 

７ 不登校対策 

様々な理由により学校に通うことができないこどもが増加していることを踏まえ、柔軟

で多様な学びの場を提供する教育支援センターの設置を継続し、こどもたちが安心して学

習できる機会を保障します。 
 

８ こども園・保育所と小学校の連携の推進 

こどもの育ちの連続性を確保するため、教育・保育施設と小学校・義務教育学校の連携

を強化し、こども一人ひとりの発達の過程や健康の状況などの情報共有を図ります。また、

同様に学童保育クラブとの情報共有も検討します。 
 

９ 食育の推進 

学校給食に七飯町産の農産物や加工品などの食材を活用し、児童・生徒への食育を含め

た地産地消を推進します。 
 

主な取組・事業 

・ふるさと教育事業 

・町立学校の長寿命化改修事業 

・学習支援員配置事業 

・教育支援センター設置事業 

・特別支援教育支援員配置事業 

・学校給食地産地消推進事業 
 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

幼児教育（教育内容・施設、

相談など）の充実度 
％  

25.6 

（令和６年度） 
 

義務教育（小学校・中学校、

義務教育学校の教育内容や施

設）の充実度 

％  
40.0 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

町へ愛着を感じている 10 代の

住民の割合 
％  

79.0 

（令和６年度） 
 

不登校の発生率（小学校） ％  
4.9 

（令和６年度） 
０ 

不登校の発生率（中学校） ％  
9.4 

（令和６年度） 
０ 

  



70 

施策４－２ 生涯学習社会の確立 

 

施策の目標  こどもから高齢者まで、生涯にわたって自らを高め、豊かな人生を送れる

よう、学校教育との連携を図りながら、地域・家庭・社会が一体となり、主

体的に学ぶ生涯学習の充実に努めます。 

 

現状と課題 

 近年、地域の連帯感が希薄化する傾向にあり、住民の参画意識の高揚や指導者の養成な

どのほか、地域の学習機会・文化活動の場が広く求められています。また、サークル・団体

などの活動の活性化に向け、これらの活動の拠点となる施設を中心に『人づくり』や社会

的連帯意識に支えられたまちづくりを進めていくことが必要です。 

 これらの活動の場として、文化センターをはじめ、公民館や地域振興会館などは、重要

な機能を有していますが、老朽化が著しい施設もあり対応が必要となっています。 

 図書事業については、町財政を踏まえ図書館建設については先送りにしましたが、本町

地域センターに開設していた七飯町図書室を七飯町文化センター内に移設し、運用を開始

しており、今後も利便性の向上を目指した取組を推進する必要があります。 

 社会生活を営む上で必要とされる社会的問題や地域課題に対し、人々の学習要求が多様

化する中、各種団体など様々な分野で行われる自主的な学習活動や地域活動の更なる充実

が求められています。 

 また、時代の進展に即した知識や技能を自ら身につける学習機会の充実に努めるととも

に、住民参画の推進、指導者の育成など、多様な学習活動を推進することが必要です。 

 さらに高齢者対策においては、福祉・医療面だけでなく、学習活動や文化・スポーツ活

動、世代間交流を促進するための情報提供や相談体制の充実など、自ら生きがいを養う学

習機会の拡充を進めていくことが必要です。 

 

主要な施策 
 

１ 生涯学習体制の整備 

学習活動に関する機会と場の提供、学習情報の提供、相談窓口の充実に努めます。 

文化センターをはじめ社会教育施設の機能を充実させ、多様な学習活動に対応できる体

制づくりに努めます。また、自主的教育活動の支援体制の確立に努めます。 
 

２ 社会教育施設の整備 

各社会教育施設の老朽化が進んでいることから計画的な改修・整備に努めるとともに、

施設の使用や老朽化の状況などを鑑み、他施設への統合・廃止などの検討を進めます。 

図書室については引き続き利便性の向上に向け取り組みます。 
 

 

関連するSDGs 

 



71 

３ 各種団体活動への支援、育成 

ＰＴＡなど各種団体の自主的な学習を支援します。また、子ども会をはじめとした各種

団体の指導者の育成を図ります。 
 

４ 老人大学の開設 

老人大学は、七飯・大中山の２箇所で開設しており、自らの健康や学習に対する意識の

高揚、社会参加活動の場の提供や学習成果を社会的に還元できるような高齢者教育の充実

を図ります。 
 

５ 世代間交流の促進 

豊富な人生経験を異世代に伝え、生きがいを高める世代間交流を推進します。 
 

主な取組・事業 

・生涯学習体制整備事業 

・ＰＴＡや子ども会など各種団体の支援・育成事業 

・老人大学の開設や世代間交流の推進 

・町内移動図書事業 

・社会教育施設等整備事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

生涯学習の機会や施設の充実 ％  
26.6 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

各図書室貸出図書数 

（文化センター、大中山コモ

ン、大沼婦人会館） 

冊  
14,036 

（令和６年度） 
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施策４－３ 生涯スポーツの振興 

 

施策の目標  住民がそれぞれのライフステージに応じて、いつまでもスポーツに親しむ

ことができる生涯スポーツ施設の整備及び適切な運営を推進するとともに、

各種スポーツ団体やクラブの育成、スポーツ教室やスポーツイベントの充実

など、活動の場と機会の充実に努めます。 

 

現状と課題 

スポーツは、基礎体力の向上や維持だけではなく、仲間づくりや生きがいを育み、生活

を健康で豊かにするものです。これまで、住民のライフステージに応じたスポーツ活動の

機会を提供するとともに、各種スポーツ団体やクラブの育成・支援を通じて競技スポーツ

レベルの向上に努めてきました。 

今後もそれぞれの体力や目的に応じて、いつでも、どこでも、いつまでも気軽にスポー

ツに親しむことができる環境を整備していくことが大切です。 

そのため、各種スポーツ団体への支援や指導者の育成を図るとともに、住民の健康志向

の高まりやスポーツに対する多様なニーズに対応するため、施設の整備・充実と再築等に

ついての検討が必要です。 

 

主要な施策 
 

１ スポーツ・レクリエーションの振興 

スポーツ推進委員や各種スポーツ団体などの協力を得て、スポーツ教室を実施するとと

もに、総合型地域スポーツクラブとの連携により、気軽に参加できる機会を提供し、住民

の健康増進を図ります。 

また、各種スポーツ大会の充実に努めるとともに、関係団体の活動支援や地域に密着し

た団体の育成を図ります。 
 

２ スポーツ・レクリエーション施設の整備 

すべての住民が楽しみながらスポーツ活動ができるよう、既存施設の整備・充実を図る

とともに、改修が必要な施設について検討します。 

 

主な取組・事業 

・学校施設開放事業 

・スポーツイベント実施事業 

・スポーツ団体の育成・支援事業 

・社会体育施設等整備事業 

 

関連するSDGs 
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目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

スポーツ活動の機会や施設の

充実 
％  

23.7 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

体育施設利用者数 人  
132,433 

（令和６年度） 
158,900 

各種スポーツ大会参加者数 人  
5,098 

（令和６年度） 
6,100 
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施策４－４ 青少年の健全育成 

 

施策の目標  青少年の健全育成を目指し、関係機関・家庭などが一体となって取り組む

体制を確立し、青少年のまちづくり活動などへの参画促進や青少年団体の育

成・支援を推進します。また、住民が共通認識をもって青少年を守り育てる

社会環境の整備を図ります。 

 

現状と課題 

社会環境の変化や価値観の多様化などにより、体験学習の機会や異年齢集団による活動、

団体活動への参加が減少し、こどもたちの豊かな心を育てる上で、家庭や地域での教育力

の低下が懸念されています。 

また、近年ではゲームやパソコンのほかにも、スマートフォンなどの電子メディアが発

達し、こどもたちにも普及したことにより、生活習慣の乱れや学力の低下なども大きな問

題となっています。 

こどもたちの豊かな人間形成や次代の地域社会の担い手としての自覚を促すためにも、

団体活動を通して自主性・創造性・連帯性を育む学習機会と学習内容の充実が求められて

います。 

 

主要な施策 
 

１ 地域子ども会への支援 

各地域子ども会相互の連携を図るため、子ども会と共催で各種イベントを開催し、交流

を深めるとともに、子ども会活動への支援を行います。 
 

２ こどもの文化芸術機会の創出 

こどもたちに対して、文化芸術の鑑賞機会・発表の場を提供することにより、健全育成

へとつなげます。 
 

３ 二十歳の集い式典・交流会の開催 

二十歳の集いの対象者を中心とした実行委員会を組織し、自分たちの二十歳の集いを自

分たちの手でつくり上げることで、改めて大人としての意識の高揚を図るとともに、社会

人としての自覚を促す機会を提供します。 
 

４ 望ましい生活習慣の定着 

 こどもたちの学力や体力の向上、健やかな成長を図るため、こどもたちの望ましい生活

習慣の定着に努めます。 

 

 

 

関連するSDGs 
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主な取組・事業 

・地域子ども会の活性化 

・こどもの文化芸術機会創出事業 

・二十歳の集いの対象者を中心とした実行委員会による式典・交流会の開催事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

活
動
指
標 

地域子ども会加入率 ％  
55 

（令和６年度） 
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施策４－５ 地域文化の育成 

 

施策の目標  住民主体の文化・・芸術活動を支援するとともに、史跡の保存・整備と文化

財や地域特有の文化の伝承に努め、これらの総合的な活用を推進します。 

 

現状と課題 

 七飯町の活発な文化活動の伝統を引き継ぎ、住民が気軽に文化・芸術を楽しむ創造性の

あるまちづくりが求められており、公民館講座・地域セミナーについては、主に初心者に

向けた普及を図ってきました。また、各種文化団体活動を推進するため、自主的活動の発

表の場や優れた芸術を鑑賞する機会の提供などの様々な支援をしてきました。 

 今後もできる限り文化・芸術活動への支援を継続しつつ、自主活動をしている文化グル

ープ・サークルの基盤を強化して、今まで築いてきた七飯町の文化・芸術をより強固なも

のにしていくための取組が必要です。 

 都市化の進行と住生活の変化は、隣人との関わりを希薄化させてきています。このこと

は、七飯町の歴史や先人の創意と工夫をしのぶ貴重な文化資産に対する関心を喪失させる

だけではなく、これまで継承した文化遺産が消失することへもつながります。文化財や史

跡を貴重な資産として守り、次代に継承することは町の誇りを守ることにつながります。 

地域文化創造の基礎である郷土愛を育むことで、文化財保護の意識の高揚を図るととも

に、貴重な資料の活用を図ることが求められています。 

 

主要な施策 

 

１ 公民館講座を通したサークル・グループ活動の促進 

文化・芸術に触れることができる公民館講座の開催により、自主活動（サークル・グル

ープ活動）の促進に努めます。 

 

２ 地域セミナーを通した地域文化の振興 

地域セミナーを開催することにより、地域に根ざした文化の継承と向上に努め、豊かな

地域文化やコミュニティの振興を図ります。 

 

３ 七飯町文化協会自主事業への支援 

優れた芸術鑑賞の機会充実を図ることにより、町の文化振興に努めます。 

 

４ 伝統文化の継承と郷土への関心の醸成 

一般向け講座「「夜の博物館」や、小学生を対象にした教室「ジュニア探検クラブ」などの

地域の歴史や自然、環境などについて学ぶプログラムを通して、郷土への関心を高めます。 

 

 

関連するSDGs 
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５ 歴史・民俗・自然などに関係する資料の収集・保管・展示・講習会の開催 

歴史・民俗・自然などに関係する展示を定期的に開催するほか、町内の史跡や歴史ある

建築物・樹木の保存・保全活動を通して文化財保護に向けた意識の高揚を図ります。 

 

主な取組・事業 

・公民館講座開催事業 

・地域セミナー開催事業 

・夜の博物館開催事業 

・ジュニア探検クラブ開催事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

文化・芸術分野の機会や施設

の充実 
％  

28.9 

（令和６年度） 
 

名所などの歴史遺産の活用 ％  
20.7 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

延べ公民館講座受講者数 人  
1,855 

（令和６年度） 
 

企画展等の満足度 ％  
89.6 

（令和６年度） 
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施策４－６ 交流活動の推進 

 

施策の目標  様々な地域の世代や地域団体のふれあいを豊かにするとともに、自主的な

交流活動を通して、広域的な連携ができるよう活発な情報の発信に努めます。 

 

現状と課題 

 地域における国際化と地域間交流を進めるため、七飯町では平成９年にアメリカマサチ

ューセッツ州コンコード町と、平成 11 年には香川県三木町と姉妹都市提携を締結し、双方

の町との交流活動を進めています。コンコード町には中・高校生を中心とした交流団を相

互派遣するといった、教育・文化面での交流が主体となっています。 

 平成 22年には、七飯高校とコンコードカーライル高校の姉妹校提携が実現し、交換留学

が行われるなど、グローバル化が広がる現代において、生徒同士のより効果的な交流が図

られています。また、三木町との交流は、双方で行われるイベントなどを通じて地域の特

産品を販売するなどの経済交流に加え、小学生同士の交流を行っています。 

 これからも、地域間交流を推進するために、関係団体や多くの町民の協力のもとに事業

を進める必要があります。 

 

主要な施策 
 

１ 七飯町中高生海外派遣事業 

教育・文化・スポーツ・ホームステイ経験による交流を通じ、国際理解とグローバルな

国際視野に立つ豊かな人材を育成します。 
 

２ 国内外交流 

姉妹都市コンコード町及び三木町との交流をはじめ、国内外との多様な交流を推進する

とともに、国内に留学する学生を夏期に 10 日程度、町内の家庭にホームステイさせ、小学

校訪問や日本文化の体験等を通じて住民と交流する「「国際交流のつどい」事業などを行い、

多様な価値観を尊重する人材を育成します。 
 

３ 国際交流員招致事業 

姉妹都市コンコード町から国際交流員を招聘することにより、両町の更なる交流の発展

につなげるとともに、身近に外国人とふれあうことにより地域の国際化、グローバルな人

材を育成します。 
 

関連するSDGs 
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主な取組・事業 

・中高生海外派遣事業 

・国際交流のつどい事業 

・国際交流員の招致事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

中高生海外派遣事業 
人 

(延べ) 
 

204 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

国際交流のつどい事業 
人 

(延べ) 
 

1,119 

（令和６年度） 
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基本目標５ 活気とにぎわいのあるまちづくり 

 

施策５－１ 農林水産業の振興 

 

施策の目標  安全・安心な食を提供する安定した農業の実現に向け、多様な農業振興施

策を総合的、計画的に推進し、農業所得の向上を図り、持続可能で国際的に

も競争力のある農業を目指します。 

       森林の持つ多面的機能の持続的発揮と地球温暖化防止に貢献する森林吸

収源対策に向け、計画的な森林の整備促進と保全・活用に努めます。 

       漁場の環境整備を図るとともに、漁業資源の適正管理を促進します。 

 

現状と課題 

 七飯町の農業が将来にわたり持続的に発展していくためには、安全で良質な農産物の安
定生産・供給に加え、国土・環境の保全、水資源の涵養、美しい景観の形成など、農業・農
村が果たしている多面的な役割や機能について、農業者はもとより、広く住民にも理解や
関心を深めてもらうことが大切です。また、農家人口の減少や農業者の高齢化が進んでお
り、農業・農村の活力を維持・向上させるためには、次代を担う優れた担い手の育成・確保
や女性農業者が持つ能力を十分に発揮できる条件を整え、高齢者が安心して暮らし、生き
がいを持って生産や地域活動に参加できる農村社会の形成が求められています。今後、農
業が魅力ある産業として発展していくためには、農地の有効活用と労働時間に見合った収
入や休日の確保など、一定の労働条件を整備確保することが必要です。 
 輸入農畜産物の増加や国内他産地に対抗し得る力強い農業の確立には、消費者ニーズや
需要動向に即した安全・安心で良質な農畜産物を安定的に供給するシステムを構築すると
ともに、七飯町の立地や経営条件に応じて、収益性の高い作物導入や付加価値を高める取
組が求められています。 
 森林は国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、保健・保養の提供、地球温暖化の防
止、生態系の保全などの多面的機能を発揮するとともに、木質資源の持続的な供給など様々
な役割を果たし、私たちの日常の暮らしに深く結びついている貴重な財産です。今後も多
面的機能の発揮がより一層求められる森林について、林業経営基盤の整備をはじめ、保全
と利用を両立させつつ、森林資源を持続的に循環する必要があります。 
大沼・小沼・蓴菜沼においては、内水面漁業が営まれていますが、漁業資源の減少、経費

の増大、後継者不足などにより漁業者を取り巻く環境は厳しさを増しています。今後も、
安定した漁業経営を確立するため、漁業資源の適切な管理と振興策が必要です。 

 

主要な施策 

１ 「農業経営基盤の強化に関する基本的な構想」（基本構想）の策定と実践 
七飯町農業経営の発展の目標を定め、効率的かつ安定的な農業経営を育成するため基本

構想を策定し実践していきます。 
 

２ 七飯町地域担い手育成総合支援協議会活動の充実 
農業の担い手確保と育成など地域農業の維持発展のため、関係機関と連携を図りながら

協議会活動を充実していきます。 
 

３ 良質な米・野菜・花き・果樹の振興 
消費者ニーズに応じた安全・安心で良質な農産物を生産し、農業所得の確保・向上を目

指す地域農業を振興し推進します。 

関連するSDGs 
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４ 酪農・畜産の体質強化 
酪農「・畜産の経営基盤の確立のため、環境と調和した農業経営の体質強化を推進します。 

 

５ 法人化（集落営農）・コントラ組織の育成 
農家戸数の減少や農業従事者の高齢化などから、地域農業の維持と経営の安定化のため、

法人化（集落営農）や農作業の効率化、農業機械の共同利用による維持経費の削減などに
より、生産性の高い営農の実現と経営の安定化を図るコントラ組織の育成を推進します。 
 

６ 農地流動化の促進 
農作業の効率化や遊休農地の増加を防ぐため、農地を認定農業者などに利用集積する農

地の流動化を促進します。 
 

７ 森林資源循環の促進 
伐期を迎えた高齢級な森林が多く存在するため、伐採・再造林により森林の若返りを図

り、森林機能の十分な発揮を促すとともに、町有林を将来にわたって循環利用するため、
計画的に管理していきます。 
 

８ 内水面漁業の振興 
漁場の環境整備を図るとともに、漁業資源の適正管理を促進します。 

 

主な取組・事業 

・環境保全型農業直接支援対策事業 

・酪農ヘルパー利用補助事業 

・農業者支援資金利子助成事業 

・道営農業農村整備事業 

・道営農村整備事業「（農道・集落道整備事業） 

・多面的機能支払交付金事業 

・林業経営基盤整備事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

農林水産業（担い手の育成、
農地の整備など）の振興 

％  
17.0 

（令和６年度） 
 

地産地消事業の推進 ％  
27.4 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

環境保全型農業の取組農家戸
数 

戸  
4 

（令和６年度） 
5 

指導農業士・農業士数 人  
19 

（令和６年度） 
24 

新規就農者数 人  
1 

（令和６年度） 
5 

農業粗生産額 億円  
117 

（令和６年度） 
 

集落営農組織 戸  
0 

（令和６年度） 
1 

農業法人 戸  
19 

（令和６年度） 
20 

農地の利用集積 ha  
470 

（令和６年度） 
 

農業農村整備事業当該年度ま
での総事業費 

百万円  
1,787 

（令和６年度） 
1,901 

老齢な人工林の割合 ％  
40.82 

（令和６年度） 
37.18 
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施策５－２ 商・鉱工業の振興 

 

施策の目標  にぎわいと活力あふれるまちづくりの一環として、商工会等と連携し、魅

力ある商業環境づくりを進め、商業・サービス業の活性化を図ります。 

 

現状と課題 

 商・鉱工業は地域経済を活性化していく原動力であるため、企業の生産力や技術力を高

め、厳しい経済環境や企業間競争に打ち勝つ企業の育成に向けて、商工会などの経済団体

と連携し取り組んでいく必要があります。 

 また、若年層の転出超過が依然として続いていることから、魅力のある雇用の場が町内

に必要となっています。引き続き企業誘致に取り組むとともに、新規起業を促す取組が求

められています。 

 ふるさと納税に関しては、地域経済の活性化のため、地元事業者との協力により、様々

な返礼品を提供しています。令和６年度のふるさと納税の寄附総額は 94,942 千円となって

おり、自主財源確保のためにも、寄附額の増加に向けた取組の強化が求められています。 

 

主要な施策 
 

１ 中小企業の経営支援 

商工業経営安定資金融資保証金補給及び利子補給を行い、中小企業の経営支援を図りま

す。また、少子高齢化に伴う担い手不足が深刻化する小規模企業への人材確保・育成を商

工会と連携し実施し、事業者の持続可能な経営を支援します。 
 

２ 企業の誘致促進 

函館市・北斗市及び地域の大学・高専、経済界と連携した函館地域経済牽引事業促進協

議会を通して、企業の誘致を図ります。 
 

３ 起業・創業支援 

函館市・北斗市及び（公財）函館地域産業振興財団と連携して地域での起業・創業促進

を図ります。 
 

４ ふるさと納税確保に向けた取組の強化 

地元事業者と協働しつつ、七飯町ならではの返礼品の創出などの取組を強化し、「『七飯町

ファン』を増やすとともに、ふるさと納税の寄附額の増加を図ります。 

  

関連するSDGs 
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主な取組・事業 

・商工業経営安定支援事業 

・企業誘致推進事業 

・創業支援事業 

・小規模企業振興支援事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

買い物（商店、スーパーなど）

の便利さ 
％  

48.7 

（令和６年度） 
 

商業（商業地域の形成や商業者

への支援）の振興 
％  

15.3 

（令和６年度） 
 

工業（既存企業の育成・支援）

の振興や企業誘致 
％  

13.4 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

企業誘致 社  
0 

（令和６年度） 
 

融資制度の利用 社  
33 

（令和６年度） 
 

企業立地件数 件  
0 

（令和６年度） 
2 
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施策５－３ 観光の振興 

 

施策の目標  交流人口の増加と地域活性化に向け、多様化、高度化する観光・レクリエ

ーションと交流のニーズに即した多面的な取組を一体的に推進し、観光・交

流機能の拡充に努めます。 

 

現状と課題 

七飯町は国定公園に指定されている大沼・小沼・蓴菜沼・駒ヶ岳を中心に、自然と景観

に恵まれた景勝地として、国内外から多くの観光客が訪れており、平成 28 年３月の北海道

新幹線開業や、訪日外国人観光客の増加、平成 30 年３月 23 日の道の駅なないろ・ななえ

の整備のほか、観光関連事業者の取組もあり、令和６年度には約 214 万人となっています。 

今後については、大沼エリアを中心とした四季を通じた体験型観光コンテンツの充実化、

環駒ヶ岳観光推進協議会や函館市などの近隣自治体との広域連携、ＳＮＳや多言語ＷＥＢ

サイト等のデジタル技術による情報発信、外国人観光客向けの案内整備等のインバウンド

対応、地域住民の参画等を進め、観光による経済効果を全町に波及させる必要があります。 

 

主要な施策 
 

１ 町の認知度の向上 

ＳＮＳを活用した観光プロモーションなどの魅力発信により、町の認知度の向上を図り

ます。 
 

２ 滞在型観光の促進 

長時間滞在させる魅力のある観光商品の創成と、七飯町独自の景観などの維持管理を推

進します。 
 

３ 外国人観光客の受入環境の整備 

外国人観光客が活用しやすい案内ツールを作成するとともに、ニーズに沿った整備を目

指します。また、外国人観光客の受入体制とおもてなしの向上を図りながら、プロモーシ

ョン活動など、海外への情報発信の強化を図ります。 
 

４ 通年型観光の促進 

季節ごとに特色のある魅力的な観光商品の創成と情報発信を推進します。 
 

５ 観光による経済効果の全町への波及 

町内観光施設の魅力発信による周遊の促進を図ります。同時に、町内各地における新た

な観光商品の創成と既存商品の充実に努め、周遊の促進を図ります。 
 

 

 

関連するSDGs 
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６ 道の駅の振興に伴う地域経済の活性化 

道の駅の振興を図るとともに、商品やサービスの高付加価値化や販路拡大への取組を行

うことで地域経済の活性化を図ります。 
 

７ 広域観光の推進 

広域周遊観光の需要の高まりに対応するため、環駒ヶ岳観光推進協議会「（七飯町・森町・

鹿部町）と連携し、食と観光の両面における商品を創成し、国内外からの誘客を促進しま

す。 

 

主な取組・事業 

・町の認知度向上推進事業 

・滞在型観光推進事業 

・外国人観光客受入環境整備推進事業 

・通年型観光促進事業 

・広域観光推進事業 

 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

資源の発掘やＰＲ ％  
25.7 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

観光入込客数 千人  
2,147 

（令和６年度） 
 

観光宿泊客数（国内） 千人  
68 

（令和６年度） 
 

観光宿泊客数（国外） 千人  
35 

（令和６年度） 
 

特産品商品開発 件  
2 

（令和６年度） 
 

道の駅来場者数 千人  
1,274 

（令和６年度） 
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施策５－４ 雇用・勤労者対策の充実 

 

施策の目標  すべての就業者が健康で快適に就業できる環境づくりに向け、雇用機会の

確保及び雇用の促進、勤労者福祉の充実に努めます。 

 

現状と課題 

 労働力は地域経済を支えていく上で必要不可欠であるため、労働者の福祉や通年雇用、

高齢者の就業促進など、労働者への支援を強化していく必要があります。 

 また、産業構造の変化等により、企業等の経営存続が困難となり、業種によっては労働

者の安定的な雇用が維持されるか不透明な状況もあることから、雇用を安定的に維持して

いくことが課題となっています。 

 

主要な施策 
 

１ 労働者・事業者向けの雇用についての意識啓発 

北斗市、森町、鹿部町とで組織する南渡島通年雇用促進協議会を通じて、通年雇用化に

向けたセミナーの開催、通年雇用に必要な資格や技能向上を図るための技能講習を行い、

労働者自らが積極的に取り組むことができる環境づくりや、事業者に向けて通年雇用化へ

の意識を高めるとともに、関係機関と連携し、安定的な雇用機会の確保を図ります。 
 

２ 高齢者の就業支援 

（公社）北海道シルバー人材センター連合会及び（公社）七飯町シルバー人材センター

と連携し、高齢者の就業支援を図ります。 
 

３ 勤労者の生活福祉増進 

連合北海道、北海道労働金庫と連携し、地域勤労者の生活福祉増進を図ります。 

 

主な取組・事業 

・労働諸事業 

・高齢者労働力活用事業 

・労働者福祉安定事業 

 

 

 

 

 

 

 

関連するSDGs 
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目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

就業の場や機会（相談、情報提

供、福利厚生など）の充実 
％  

15.3 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

技能講習受講者数 人  
2 

（令和６年度） 
 

高齢者の就業機会の増加 人  
110 

（令和６年度） 
 

シルバー人材センター就業延

人数 
人  

6,692 

（令和６年度） 
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施策５－５ 消費者対策の充実 

 

施策の目標  消費者保護に関する啓発などを推進し、消費関係団体・グループの活動支

援を進めるとともに、消費生活相談を実施して、自立する消費者の育成に努

めます。 

 

現状と課題 

 近年、若者や高齢者を狙った不当・架空請求やインターネットによる詐欺、特殊詐欺や

ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺、家屋の点検・リフォーム商法など、消費者トラブルは急増

し、また、その内容も多様化・複雑化するなど社会環境は大きく変化しています。 

 七飯町では、道立消費生活センター及び平成 24 年度から広域相談対応窓口として設置さ

れた函館市消費生活センターなどの関係機関と連携しながら、情報提供や講座の開催、相

談への対応などを行い、消費者対策を推進しています。 

 消費者が、安全で安心できる消費生活を送れるようにするためには、安全が確保される

こと、適切な選択が行えること、必要な情報を知ることができること、被害の救済が受け

られることが重要であり、「消費者の保護」とともに、「自立する消費者づくり」を目指し

て消費者保護対策を推進することが求められます。 

 

主要な施策 
 

１ 消費生活に関する情報の提供 

年々巧妙化する特殊詐欺に関する情報提供や注意喚起についての取組を、函館市消費生

活センター等関係機関と連携しながら、継続実施します。 
 

２ 消費生活相談支援 

消費生活相談は専門的な知識と適切なアドバイスが求められることから自治体毎の対応

では困難であるため、広域的な相談窓口の設置が望ましく、現在実施している函館市消費

生活センターとの連携による消費相談体制の維持を図ります。 
 

３ 高齢者のサポート 

高齢者が被害にあわないためのアドバイスや、被害にあった場合の対応を関係機関など

と連携し、高齢者をサポートします。 

 

主な取組・事業 

・消費生活に関する情報提供 

・消費生活相談事業 

 

 

関連するSDGs 
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目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

活
動
指
標 

年間消費生活相談件数 件  
86 

（令和６年度） 
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基本目標６ 協働のまちづくり 

 

施策６－１ 開かれた協働のまちづくりの推進 

 

施策の目標  住民と行政がそれぞれの役割と責任を持って協働し、地域社会における課

題解決の仕組みづくりに向け、住民参画のまちづくりを目指します。 

 

現状と課題 

 地方分権・住民自治の強化が求められている現在、行政サービスのあり方も多様化して

います。少子高齢化などにより、地域の担い手が減少している中、住民と行政、議会が協

力し合い、自ら考え、行動する住民主体のまちづくりが求められます。 

 このため、地域的な結びつきを大切にしながら、最も身近で基本的な共同体であるコミ

ュニティ活動の活発化のための有効な施策を推進し、自治機能を向上させ、地域の課題を

自ら解決することができる住民自治の地域づくりを進めていく必要があります。 

 

主要な施策 
 

１ 民間活力による取組への支援 

町内会「・ＮＰＯなどに対して、交流活動への支援や積極的な情報提供の推進を図ります。 

民間委託の推進と指定管理者制度、ＰＦＩ手法の活用などにより、民間活力の積極的な

導入を図ります。 
 

２ 七飯町活力のあるまちづくり推進事業の活用促進 

初期活動支援助成により新しく立ち上げる公益的な事業や、継続活動支援助成により公

益的な継続事業を発展的に拡大して行う事業を支援します。 

また、新たに取り組むイベント事業への支援や、地域住民自らの手で行う地域の道路、

側溝、河川、公共の建物などの環境整備などへの支援に取り組みます。 

 

主な取組・事業 

・七飯町活力のあるまちづくり推進事業 

  

関連するSDGs 
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目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

情報公開の推進や広報・広聴活

動の充実度 
％  

22.5 

（令和６年度） 
 

住民参加（広報・広聴活動、参

加機会）の充実度 
％  

19.0 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

七飯町活力のあるまちづくり

推進事業の活用 
件  

11 

（令和６年度） 
 

町内会加入率 ％  
82.72 

（令和６年度） 
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施策６－２ 移住定住の促進と関係人口の拡大 

 

施策の目標  移住者と定住者の増加を目指し、七飯町の魅力の発信や移住定住への支援

を推進します。また、移住定住の裾野を広げる関係人口の拡大を目指し、町

外の人との交流等の促進を図ります。 

 

現状と課題 

 全国的に人口減少と少子高齢化が進行しており、七飯町においても、人口減少が徐々に

進行し、今後さらに少子高齢化が進行していくことが見込まれています。 

また、10 代後半から 20代前半にかけての年代では、社会移動は転出超過となっており、

将来的に地域の活力が失われていく恐れがあります。 

一方で、20 代後半から 30 代にかけての年代では、社会移動は転入超過となっており、フ

ァミリー層を中心として一定の流入が見られます。 

今後、20代後半から 30代における転入超過の傾向を維持・拡大するとともに、若年層の

転出超過の程度を弱めることができれば、その後の将来人口の減少や少子高齢化の進行を

緩やかにすることにつながるため、特に若年層の移住・定住を促進する取組が重要となっ

ています。 

また、「移住・定住」の前段階として関係人口を拡大していくことが求められており、観

光振興等を通じて、若者やファミリー層を中心に、多様な世代が「移住・定住」へとつなが

る機会を創出していくことが必要です。 

 

主要な施策 
 

１ 移住定住の促進 

移住促進ポータルサイトやＳＮＳ等により、七飯町の魅力や移住定住に関する情報の発

信に努めます。また、ＵＩＪターンによる起業・就業者の創出を図るため、北海道と連携

し効果的に発信するとともに、移住就業者等に対し支援を行います。 

さらに移住に関する問い合わせや相談に丁寧に対応し、移住を検討している方の疑問点

や不安を解消し、七飯町への移住・定住を促進します。 
 

２ 関係人口の拡大 

スポーツ振興による合宿の誘致や地域振興による地域づくり活動や地域イベントへの町

外からの参加を促し、関係人口や交流人口の増加につなげます。 
 

３ 地域おこし協力隊制度の積極的活用 

「地域おこし協力隊制度」の積極的な活用と協力隊員の定住化の促進など、地域づくり

を担う人材の確保・育成を図ります。 

 

関連するSDGs 
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主な取組・事業 

・七飯町お試し移住体験事業 

・移住・定住促進事業 

・ＵＩＪターン新規就業支援事業 

・交流人口増加事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

道外からの転入者数 人  
291 

（令和６年度） 
 

地域おこし協力隊の退任後定

住者数  
人  

3 

（令和６年度） 
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施策６－３ 男女共同参画・人権尊重社会の形成 

 

施策の目標  性別に関係なく、互いに人権を尊重し、個性と能力を十分に発揮し、自分

らしく輝いて暮らせる社会の実現に向け、意識づくりや環境づくりを進めま

す。また、すべての人の人権を尊重する住民の育成に向け、人権教育・啓発

を効果的かつ継続的に推進します。 

 

現状と課題 

 男女共同参画社会基本法の趣旨のもと、国では国際社会の動きと連動し、様々な取組が

行われています。七飯町においても、性別に関係なくその個性と能力を家庭や職場、地域

社会で発揮し、ともに責任を分かち合う社会づくりが求められています。一方で家事や育

児・介護などの負担が女性に偏っていること、雇用・賃金などの男女格差、男性中心の各

種地域組織のあり方などが指摘されており、性別に関係なく、能力を十分に発揮するため

には、依然として多くの課題が残されています。 

 人権の尊重のため、人権意識を高める啓発活動への取組が求められています。家庭や学

校・地域社会・職場・行政などの関係機関が連携し、人権教育・啓発の推進を図り、人権擁

護に積極的に取り組む必要があります。 

 また、人権侵害を受けた人や受けるおそれのある人への救済や、相談・支援、さらにＬ

ＧＢＴＱ＋等（性的マイノリティ）への配慮も重要な課題です。人権尊重の社会づくりを

推進するために、関係機関・関係団体と協働して、人権擁護体制の整備を進める必要があ

ります。 

 

主要な施策 
 

１ 男女共同参画に対する意識の高揚 

企業や各種団体、学校などと連携し、研修の開催や広報等による情報提供・啓発に取り

組むことで、性別にとらわれない多様な生き方を尊重する意識の醸成と、男女共同参画を

推進するための環境整備を図ります。また、男女共同参画社会基本法の規定に基づき策定

した七飯町男女平等参画基本計画を関係機関と連携しながら推進します。 
 

２ 人権教育の推進 

「北海道人権啓発活動事業」をはじめとする、啓発活動を実施します。また、「人権困り

ごと心配ごと相談」の開設や、町内小学校を対象として行う「人権の花運動」の実施に取

り組みます。 

 

 

 

関連するSDGs 
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主な取組・事業 

・男女共同参画に関する研修・啓発の推進 

・意識啓発機会の促進 

・人権教育推進事業 

 

目指す指標 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

男女共同参画社会の形成 ％  
14.4 

（令和６年度） 
 

国際交流や多文化共生の推進 ％  
22.6 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

審議会などへの女性の登用率 ％  
21.2 

（令和６年度） 
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施策６－４ 自立する自治体経営の推進 

 

施策の目標  住民に信頼され、安心して生活できる行財政運営を進めるため、その効率

化に取り組みながら、財政の健全化に努めます。 

 

現状と課題 

 自治体は、住民と協働しながら進むべき方向を自らが決定していく経営能力が求められ

ると同時に、限られた経営資源を効果的、効率的に投入し、自主性と自立性の高い自治体

経営を進めていくことが求められています。 

 七飯町においては、これまで行政組織の再編をはじめ、歳出の削減、事務事業の再構築、

情報化の推進など効率的、計画的な行財政運営に努めてきました。 

 今後は、社会構造・経済情勢の変化に伴い、行政ニーズはさらに多種・多様化していく

一方で、地方税収の減少が避けられない状況にあるほか、物価の高騰により事業費の増加

も避けられず、これまで以上に厳しい財政運営を迫られることが見込まれます。 

 また、急速に進展するデジタル社会に対応するため、行政分野においてもデジタル技術

の活用やＤＸの推進が不可欠となっており、業務の効率化や住民サービスの向上を図る観

点からも、積極的な取組が求められています。そのため、「「あったらいい」という事業では

なく、「なくては困る」という事業に的を絞り、限られた資源の中で真に必要とされる行政

サービスを選択・集中していくことが不可避となっています。 

 このような状況を踏まえ、自主性・自立性をさらに高め、将来にわたって持続可能な自

治体経営を進めていくためには、行財政全般について点検・評価を行い、更なる行財政改

革を進めていく必要があります。 

 このため、行財政改革に関する指針のもと、これまでの成果を踏まえながら、事務事業

や組織・機構の見直し、定員管理の適正化、職員の資質の向上、ＤＸをはじめとするデジ

タル技術の活用など改革を継続的に推進していく必要があります。 

 

主要な施策 
 

１ 健全な財政構造の実現 

経常経費の節減と投資的経費の重点的かつ効率的配分、地方債の計画的な発行及び各基

金の安定的確保に努めます。また、収納率の向上のため、財産の差し押さえなど、滞納処

分を強化します。 
 

２ 事業予算編成方式の活用 

事業ごとの予算編成により、歳出削減や費用対効果の把握を図ります。 
 

３ 行財政改革大綱の策定 

行財政改革大綱により行財政改革に努めます。 

関連する SDGs 
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４ 人材育成の推進 

社会経済の変化や行政ニーズに適正に対応するため、職員の資質向上を図ります。 
 

５ 自主財源の確保 

広報・ホームページ・公用封筒などへの広告掲載により自主財源を確保します。また、

企業版ふるさと納税の取組強化並びに新たな税導入の検討により、自主財源の増加を図り

ます。 
 

６ 各種事務手続きのスキル向上 

戸籍事務をはじめ、各々の事務の法改正、手続きなどの知識修得に努めます。来庁者へ

のきめ細かなサービスを提供し、手続きの簡素化、各種制度の明快な説明に努めます。 
 

７ 公共施設の最適化 

 公共施設等総合管理計画に基づき、施設の統合や廃止により、施設保有総量の最適化と

計画的な維持管理等に努めます。 

 

主な取組・事業 

・収納率向上対策 

・広告掲載事業 

・企業版ふるさと納税（七飯町活力のあるまちづくり推進基金寄附金） 

・公共施設の延床面積削減 

 

目指す指標 
 

指標名 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

成
果
指
標 

行財政（組織や事務事業などの

見直し、健全な財政）運営 
％  

17.6 

（令和６年度） 
 

活
動
指
標 

経常収支比率 ％  
88.8 

（令和６年度） 
 

実質公債費比率 ％  
7.0 

（令和６年度） 
 

将来負担比率 ％  
2.2 

（令和６年度） 
 

各基金の現在高総額 百万円  
2,411 

（令和６年度） 
 

現年度分収納率（税） ％  
99.4 

（令和６年度） 
 

公共施設延床面積 万㎡  
16.0 

（令和６年度） 
 

 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４部 総合戦略  
 

 

 

 

 

 

 

 

（第３期 総合戦略） 
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第１章 総合戦略策定にあたって 

 

我が国の人口は、平成 20年（2008 年）をピークに減少が続いていく見込みとなっており、

総人口に占める高齢者の割合もさらに上昇していく状況に加え、地方の若年層が大都市圏へ

転出していく傾向は継続しており、地方の生活基盤の維持に様々な影響を与えつつあります。 

このような構造的課題に対して、国は地方創生に向けて地方と一体となって取り組むため、

平成 26 年９月にまち・ひと・しごと創生本部を設置し、同年 11 月には、まち・ひと・しご

と創生法が施行されました。そして、同年 12 月に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン

（以下「国の長期ビジョン」という。）」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「国

の総合戦略」という。）」を策定しました。また、令和５年 12 月には、第２期総合戦略を改

訂する形で、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指し、デジタルの力を

活用して地方創生を加速化・深化し、各地域の優良事例の横展開を加速する「デジタル田園

都市国家構想総合戦略」を策定し、これまでの地方創生の取組についても、改善を加えなが

ら推進するとしています。さらに、令和７年６月に地方創生 2.0 政策として政策の５本柱を

掲げ、「くらしの安心」「付加価値創出」「人や企業を各地に」「新技術の活用」「新・広域連

携」を推進していくとしています。 

七飯町においても、少子化や高齢化の急速な進行がまちづくりを進める上での最重要課題

であることから、従前から取り組んできた様々な施策を更に強力に推し進めるため、「国の

長期ビジョン」及び「国の総合戦略」を勘案し、さらに「「北海道における人口減少問題に対

する取組指針」を踏まえ、「七飯町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、雇用の創出

や移住・定住の促進に向けて取り組んできました。 

七飯町の第２期総合戦略は、令和２年度～令和６年度を計画期間として策定しましたが、

令和６年度に１年間期間を延長しています。これは、総合戦略が町の最重要課題であり、そ

の取組が町の取組の広い範囲に関連することから、総合計画と一体的に策定することで計画

の策定と進捗管理の効率化を図るためです。このため、計画期間を延長し、総合戦略と総合

計画を同じ期間としています。 

第３期総合戦略の策定にあたり、国や道の総合戦略では、地方創生の大枠の趣旨が踏襲さ

れつつ、デジタル要素を勘案した計画になっていること、また、地方創生誕生からの 10 年

の成果と反省を十分に生かしながら、ＡＩ・デジタルなどの新技術の徹底活用や、若者「・女

性に選ばれる地域づくりなどに取り組み、社会情勢の変化に柔軟かつ的確に対応した計画を

策定することとします。 
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第２章 人口ビジョンの概要 

 

（１）七飯町における人口の現状と見通し 

七飯町の国勢調査による人口実績値は、令和２年で 27,686 人となっており、平成 22 年を

ピークに人口減少が徐々に進んでいます。 

さらに、国立社会保障・人口問題研究所「（以下「社人研」と略）による令和５年時点での

推計結果では、令和 32年まで推計結果が公表されていますが、それによると令和 32 年に七

飯町の総人口は２万人を割る見込みとなっています。 

また、年齢３区分人口をみると、65 歳以上の高齢者人口は令和 22 年ごろまで増加する見

込みですが、15～64 歳の生産年齢人口が大きく減少するため、高齢化率は令和 32 年に 48％

程度まで継続して上昇する見込みとなっています。15歳未満の年少人口も減少傾向が続き、

令和 32 年には 1,700 人程度まで減少し、平成 27 年比で約半数となる見込みとなっていま

す。 

 

人口と高齢化率の実績値と推計値（国勢調査人口） 
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（２）社会増減の詳細 

社会移動の長期的な傾向をみると、男性は、20 年前と比較すると、10 代から 20 代にかけ

ての転出超過数は減少していますが、20代後半あるいは 30 代前半になる年代での転入超過

数も減少しています。女性は、20 年前と比較すると、若者世代の転入と転出は同じような傾

向になっています。女性については、10 年前には 20 代後半から 30 代後半になる年代での

転入超過が大きく減少していたのが、直近で回復しています。 

 

性別・年齢５歳階級別人口移動の状況の長期的動向（男性） 

 

 

性別・年齢５歳階級別人口移動の状況の長期的動向（女性） 

 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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（３）人口展望 

七飯町の将来人口については、社人研推計モデルでの推計によると、令和 52 年（2070 年）

には 13,169 人まで減少する見込みとなっています。 

七飯町の人口減少は、しばらく緩やかな減少に留まりますが、徐々に減少スピードが上が

っていく見込みとなっています。 

活力のある地域を維持できるよう、この減少幅をできるだけ小さくしていくことが必要で

す。 

以下のグラフで七飯町の目指す人口目標は、平成 30～令和４年の合計特殊出生率「（平均）

である 1.35 で推移し、若者の転出超過の傾向を抑え（10 代～30 代前半の転出超過を半減）、

転入増を図る（転入超過を 1.2 倍に増やす）取組を実施することで実現するものです。令和

52 年（2070 年）に人口 16,263 人を目指して、人口減少対策に引き続き取り組みます。 
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第３章 総合戦略の基本目標と政策分野 

七飯町の人口減少問題は、地域経済や地域社会へ将来的に影響を与えます。それを克服す

るためには、町が一丸となって取り組んでいく必要があります。 

七飯町の現状、国の長期ビジョン、「北海道人口ビジョン」を踏まえ、これからの人口問

題に対応していくためには、大きく分けて二つの方策が考えられます。 

一つは、若い世代の転出者の抑制、転入者の増加による社会動態の改善を目指す方策、も

う一つは出生率の向上による自然動態の改善を目指す方策です。 

七飯町は、今後の取組における基本的視点として、上記２つの方策を踏まえた、次の４つ

の基本目標と、それぞれの基本目標に基づき実施される取組を継続・発展させるための２つ

の横断的な目標を掲げます。 

 

基本目標１ 子どもを安心して産み育てられる 

結婚から育児までの切れ目のない支援や女性の活躍支援を行い、若い世代が安心して結

婚、妊娠、出産、子育てができるよう環境を整えます。また、長時間労働を解消し、誰も

が生き生きと働ける環境づくりを促進します。 

数値目標 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

合計特殊出生率 ％  
1.16 

（令和６年度） 
 

 

基本目標２ 住み続けたいと思える生活環境を整える 

住民が地域で安心して暮らすため、住み続けたいと思える生活・定住の環境づくりを図

り、医療・福祉をはじめ、交通、防災、教育、文化など、様々な分野における住民サービ

ス機能の維持・確保に向けた取組を推進します。 

数値目標 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

七飯町に住み続けたいと思う人の

割合 
％  

87.7 

（令和６年度） 
 

 

基本目標３ 食や観光をはじめとする力強い産業と雇用の場をつくる 

地域の資源を活かした食や観光、地域産業において、必要な人材の育成を図るとともに、

域外需要の取り込み拡大や域内循環の向上などにより、地域の産業の競争力強化を図りま

す。この取組により、雇用機会を拡大し、女性や若者、高齢者などが活躍できる全員参加

型社会の実現をめざします。 

数値目標 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

観光入込客数 千人  
2,147 

（令和６年度） 
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基本目標４ 七飯町らしさを活かして人を呼び込み・呼び戻す 

他地域からの人口流入促進や地域の活性化を図るためには、積極的な人の呼び込み、転

出者の呼び戻しが必要であり、観光振興等による交流人口の拡大に取り組むとともに、企

業誘致を通じた産業人材の呼び込み、ＵＩＪターンなど移住・定住の促進を図ります。 

数値目標 単位 
目標の 

方向 
現状値 

目標値 

(令和 12 年度) 

道外からの転入者数 人  
291 

（令和６年度） 
 

 

 

横断的な目標１ 多様な人材の活躍を推進する 

多様化「・複雑化する地域の課題の解決に向けて、地方公共団体だけではなく、企業、NPO、

住民など、地域にかかわる一人ひとりが地域の担い手として自ら積極的に参画できるよう、

多様な人々が活躍できる環境づくりを積極的に進めます。 

 

横断的な目標２ 新しい時代の流れを力にする 

地域における Society5.0 の推進に向け、情報通信基盤等の環境整備を引き続き推進す

るとともに、未来技術の活用による地域課題の解決や地域の魅力向上を図ります。また、

ＳＤＧｓの理念に沿って取組を進め、政策全体の最適化や地域課題解決の加速化を図ると

ともに、取組の一層の充実・深化を図ります。 
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第４章 基本目標別施策と取組 

総合戦略での位置づけ 

基本目標 具体的な施策 推進施策 事業名 

基
本
目
標
１ 

子どもを安心して産

み育てられる 

子育てを支援する 

地域における子育て支援体制等の充

実 

子育てサポート事業 

地域子ども・子育て支援事業 

こんにちは赤ちゃん事業 

放課後児童健全育成事業 

子どもの見守り強化に向けたネット

ワークづくり 
子育て支援センター事業 

子育て世帯の経済的な負担の軽減 
子ども医療費助成事業 

多子世帯給食費軽減事業 

家庭の養育に恵まれない子どもへの

支援の充実 

民生委員児童委員活動の充実 

育英資金の貸付 

子どもたちの「生きる力」の育成を念

頭に置いた学校教育の充実 

学習支援員配置事業 

教育支援センター設置事業 

（旧適応教室開設事業） 

特別支援教育支援員配置事業 

妊娠・出産を支援する 周産期及び小児医療提供体制の充実 
乳幼児健診事業 

妊産婦健診事業 

基
本
目
標
２ 

住み続けたいと思え

る生活環境を整える 

町民参画と協働の推進 

住民との協働による地域づくり 

ボランティアポイント事業 

七飯町活力のあるまちづくり推進事

業 

持続可能なまちづくりの推進 まちなか居住の推進 

地域を支えるＩＣＴ利活用の促進 証明書コンビニ発行サービス事業 

高齢者の安心を支える医療・
福祉サービスの確保 

高齢者や障がいのある方々を支える
仕組みづくり 

地域包括ケアシステムの構築 

介護予防の総合的な推進 

地域や未来を担う人づくり 

学校教育の一層の充実 ふるさと教育事業 

様々な学習機会の提供による社会教

育の充実 

スポーツ少年団の育成支援 

中高生海外派遣事業 

図書館整備事業 

社会体育施設等整備事業 

地域における交通ネットワ

ークや買い物の利便性の確

保 

地域の実情に応じた交通ネットワー

クの維持・確保 
生活交通路線維持事業 

防災・防犯など暮らしの安

全・安心の確保 

適切な役割分担による防災体制の構

築 

防災行政無線の機器更新事業 

防災意識の向上と自主的な活動への

支援 

災害発生時の総合的な体制や対策の

充実 

災害情報収集・伝達体制の強化 

地域力の向上による防犯体制づくり 地域防犯体制強化推進事業 

 

総合戦略での位置づけ 
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総合計画での位置づけ 

基本目標 施策番号 主要な施策 

基本目標３ 施策３－３ 子育て支援の充実 
１ 相談支援体制、情報提供の充実 

２ 保育サービスの充実 

基本目標３ 施策３－３ 子育て支援の充実 
２ 保育サービスの充実 

３ 母子保健の推進 

基本目標３ 施策３－３ 子育て支援の充実 ３ 母子保健の推進 

基本目標３ 施策３－３ 子育て支援の充実 ２ 保育サービスの充実 

基本目標３ 施策３－３ 子育て支援の充実 １ 相談支援体制、情報提供の充実 

基本目標３ 施策３－３ 子育て支援の充実 ７ 子育て家庭への経済的支援  

基本目標３ 施策３－３ 子育て支援の充実 ７ 子育て家庭への経済的支援  

基本目標３ 施策３－３ 子育て支援の充実 ４ 家庭の養育に恵まれない子どもへの支援 

基本目標３ 施策３－３ 子育て支援の充実 ７ 子育て家庭への経済的支援  

基本目標４ 施策４－１ 幼児・学校教育の充実 ２ 学校教育の充実 

基本目標４ 施策４－１ 幼児・学校教育の充実 ７ 不登校対策 

基本目標４ 施策４－１ 幼児・学校教育の充実 ２ 学校教育の充実 

基本目標３ 施策３－１ 保健・医療体制の充実 ２ こどもを安心して産み育てるための環境整備 

基本目標３ 施策３－１ 保健・医療体制の充実 ２ こどもを安心して産み育てるための環境整備 

基本目標３ 施策３－２ 地域福祉の充実 ５ ボランティア活動の推進 

基本目標６ 
施策６－１ 開かれた協働のまちづくり

の推進 
２ 七飯町活力のあるまちづくり推進事業の活用促進 

基本目標１ 施策１－２ 住宅・市街地の整備 ４ まちなか居住の推進 

基本目標１ 施策１－５ 情報ネットワークの整備 ２ 行政のデジタル化によるサービス拡充 

基本目標３ 施策３－４ 高齢者福祉の充実 ５ 地域包括ケアの推進 

基本目標３ 施策３－４ 高齢者福祉の充実 １ 介護予防の総合的な推進 

基本目標４ 施策４－１ 幼児・学校教育の充実 ４ 総合学習などへの資料提供、補助金交付 

基本目標４ 施策４－３ 生涯スポーツの振興 １ スポーツ・レクリエーションの振興 

基本目標４ 施策４－６ 交流活動の推進 １ 七飯町中高生海外派遣事業 

基本目標４ 施策４－２ 生涯学習社会の確立 ２ 社会教育施設の整備 

基本目標４ 施策４－３ 生涯スポーツの振興 ２ スポーツ・レクリエーション施設の整備 

基本目標１ 
施策１－１ 道路・交通ネットワークの

整備 
４ 公共交通網の確保 

基本目標１ 
施策１－４ 消防・救急・防災体制の充

実 
７ 災害に備えた環境整備 

基本目標１ 
施策１－４ 消防・救急・防災体制の充

実 
５ 防災意識の向上と自主的な活動への支援 

基本目標１ 
施策１－４ 消防・救急・防災体制の充

実 
６ 災害発生時の総合的な体制や対策の充実 

基本目標１ 
施策１－４ 消防・救急・防災体制の充

実 
７ 災害に備えた環境整備 

基本目標１ 施策１－３ 交通安全・防犯体制の充実 ４ 防犯体制の強化 
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総合戦略での位置づけ 

基本目標 具体的な施策 推進施策 事業名 

基
本
目
標
３ 

食や観光をはじめと

する力強い産業と雇

用の場をつくる 

地域を支える農業の成

長産業化 

担い手の経営体質の強化等に

よる持続可能な農業づくりと

雇用の場の拡大 

学校給食地産地消推進事業 

良質な米・野菜・花き・果樹の振興 

法人化（集落営農）・コントラ組織の育成 

地域資源を活かした食

関連産業の振興 

高付加価値を生み出す６次産

業化と道の駅の活用 

道の駅周辺整備事業 

道の駅エリア活性化事業 

食関連産業の高付加価値化や

販路拡大 

食関連産業の高付加価値化 

食関連産業の販路拡大 

観光産業の振興 

自然環境など地域の資源を活

かした滞在型の観光地づくり 

滞在型観光推進事業 

広域観光推進事業 

国内外の効果的な誘客活動に

よる旅行市場の拡大 

観光情報掲出事業 

観光ガイド整備事業 

観光ガイドマップ作成事業 

観光ポスター作成事業 

観光パンフレット作成事業 

多言語 web ページ制作事業 

中小・小規模企業の競

争力の強化 

持続可能な地域経済の担い手

となる中小・小規模企業への

支援強化 

小規模企業振興支援事業 

商工業経営安定支援事業 

女性や若者の創業と企業の新

陳代謝の促進 
創業支援事業 

七飯町の強みを活かし

た企業等の誘致 

地域間の連携による企業誘致

活動の展開 
企業誘致推進事業 

市場規模やニーズの変

化などに応じた産業の

創造 

健康長寿社会の実現に向けた

産業育成 
健康づくり支援事業 

基
本
目
標
４ 

七飯町らしさを活か

して人を呼び込み・

呼び戻す 

交流人口の拡大 
地域特性を踏まえた効果的な

誘客の促進 
交流人口増加事業 

居住環境の魅力を活か

した移住・定住の促進 

居住環境の魅力を活かした移

住・定住の促進 
移住・定住促進事業 

七飯町の「しごと」の発信に

よる若年層など現役世代の人

材確保・育成 

ＵＩＪターン新規就業支援事業 

「地域おこし協力隊制度」の積極的な活用 

横
断
的
目
標
１ 

多様な人材の活躍を

推進する 

多様な人材の活躍推

進、担い手対策 

女性の力が発揮できる働きや

すい環境の整備 
男女共同参画に対する意識の高揚 

地域や産業の担い手としての

活躍の場づくり 

高齢者労働力活用事業 

障がい者の自立機会の拡大 

全世代・全員活躍型「生涯活

躍のまち」の展開 
重層的支援体制整備事業 

横
断
的
目
標
２ 

新しい時代の流れを

力にする 

地域における

Society5.0 の推進 

未来技術活用促進のための環

境整備 

情報通信基盤等環境整備 

未来技術の活用による地域課題の解決 

SDGs を原動力とした持

続可能なまちづくりの

推進 

SDGs を原動力とした持続可能

なまちづくりの推進 
SDGs の理念に基づいた施策の展開 

脱炭素社会の実現に向けた取

組の推進 

「ゼロカーボン北海道」の実現に向けた施策の

展開 

 

  

総合戦略での位置づけ 
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総合計画での位置づけ 

基本目標 施策番号 主要な施策 

基本目標４ 施策４－１ 幼児・学校教育の充実 ９ 食育の推進  

基本目標５ 施策５－１ 農林水産業の振興 ３ 良質な米・野菜・花き・果樹の振興 

基本目標５ 施策５－１ 農林水産業の振興 ５ 法人化（集落営農）・コントラ組織の育成 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 ６ 道の駅の振興に伴う地域経済の活性化 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 ６ 道の駅の振興に伴う地域経済の活性化 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 ５ 観光による経済効果の全町への波及 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 ６ 道の駅の振興に伴う地域経済の活性化 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 ２ 滞在型観光の促進 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 ７ 広域観光の推進 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 １ 町の認知度の向上 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 ３ 外国人観光客の受入環境の整備 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 １ 町の認知度の向上 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 １ 町の認知度の向上 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 １ 町の認知度の向上 

基本目標５ 施策５－３ 観光の振興 １ 町の認知度の向上 

基本目標５ 施策５－２ 商・鉱工業の振興 １ 中小企業の経営支援 

基本目標５ 施策５－２ 商・鉱工業の振興 １ 中小企業の経営支援 

基本目標５ 施策５－２ 商・鉱工業の振興 ３ 起業・創業支援 

基本目標５ 施策５－２ 商・鉱工業の振興 ２ 企業の誘致促進 

基本目標３ 施策３－１ 保健・医療体制の充実 １  健康づくりのための環境整備 

基本目標６ 施策６－２ 移住定住の促進と関係人口の拡大  ２ 関係人口の拡大 

基本目標６ 施策６－２ 移住定住の促進と関係人口の拡大  １ 移住定住の促進 

基本目標６ 施策６－２ 移住定住の促進と関係人口の拡大  １ 移住定住の促進 

基本目標６ 施策６－２ 移住定住の促進と関係人口の拡大  １ 移住定住の促進 

基本目標６ 施策６－３ 男女共同参画・人権尊重社会の形成 １ 男女共同参画に対する意識の高揚 

基本目標５ 施策５－４ 雇用・勤労者対策の充実 ２ 高齢者の就業支援 

基本目標３ 施策３－５ 障がい者福祉の充実 
２ 社会参加の支援 

４ 就労支援の充実 

基本目標３ 施策３－２ 地域福祉の充実 ７ 地域共生社会の実現 

基本目標１ 施策１－５ 情報ネットワークの整備 
２ 行政のデジタル化によるサービス拡充 

４ デジタル人材の確保と育成の推進  

基本目標１ 施策１－５ 情報ネットワークの整備 ２ 行政のデジタル化によるサービス拡充 

基本目標２ 施策２－１ 環境施策の総合的推進 ５ ＳＤＧｓの理念の推進 

基本目標２ 施策２－１ 環境施策の総合的推進 １ 環境施策の総合的推進 
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■ 七飯町民憲章 

昭和 52 年 11 月 3 日 

制定 

 

私たちは、秀峰駒ヶ岳と横津連山のふもと、豊かな水と緑に恵まれ、近代農業発祥

の歴史をもつ七飯町の町民です。 

 

１・自然を大切にし、美しい町をつくりましよう。 

１・力いっぱい働き、豊かな町をつくりましよう。 

１・すすんで学び、文化の高い町をつくりましよう。 

１・互いに助け合い、あたたかい心の通う町をつくりましよう。 

１・未来をつくる子どもたちが、健やかに育つ町をつくりましよう。 
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■ 七飯町総合開発振興計画審議会条例 

昭和 43 年３月 27 日 

条例第 15号 

改正昭和 53 年４月６日条例第５号 

平成６年６月 22日条例第 13 号 

平成 16 年９月 17 日条例第 19 号 

（趣旨） 

第１条「この条例は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定に基 

づき七飯町総合開発振興計画審議会の設置及び運営に関する事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条「町長の諮問に応じ町の総合開発振興に関し、必要な調査及び審議を行うため七飯町 

総合開発振興計画審議会を置く。 

（組織） 

第３条「審議会は、委員 18 名以内で組織し町長が任命する。 

２「審議会に参与を置くことができる。 

３「参与は、次の各号に掲げる者について町長が任命する。 

（１）国または道の地方行政機関の職員 

（２）町の区域内の公共又は公共的団体の役職員 

（会長） 

第４条「審議会に会長を置き委員の互選によつてこれを定める。 

２「会長は、会務を総理する。 

３「会長に事故あるとき、または会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定した委員が会 

長の職務を代理する。 

（委員） 

第５条「委員及び参与は、当該諮問にかかる審議が終了するまで在任するものとする。 

（会議） 

第６条「審議会は、会長が招集する。 

２「審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３「審議会の議事は、過半数で決し可否同数のときは、会長の決するところによる。 

（雑則） 

第７条「この条例に定めるもののほか審議会に必要な事項は、町長が定める。 

附則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附則（昭和 53 年４月６日条例第５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附則（平成６年６月 22日条例第 13 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附則（平成 16 年９月 17日条例第 19 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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■ 七飯町総合開発振興計画審議会規則 

昭和 43 年３月 27 日 

規則第３号 

改正「昭和 51 年２月２日規則第１号 

平成６年６月 22日規則第４号 

平成 10 年９月 30 日規則第 13 号 

平成 16年 12 月 24 日規則第 19 号 

（趣旨） 

第１条「この規則は、七飯町総合開発振興計画審議会設置条例（昭和 43年３月 27日条例第 

15 号）第 7条に基づいて定めるものとする。 

（部会） 

第２条「審議会に次の部会をおく。 

部会名 部員数 細項目 

生活環境・交通 

部会 

６名 土地利用、都市の開発と再開発、街路と駐車場、公園、緑

地、墓地、街路緑地、都市交通、通信施設、治山、治水、住

宅、上・下水道清掃、公害対策、道路、縦貫自動車道、バ

ス、交通安全対策、防災・消防体制、北海道新幹線 

福祉文教部会 ５名 保健衛生、社会福祉、学校教育、社会教育 

経済部会 ７名 鉄道及び北海道新幹線、縦貫自動車道、農業、林業、水産、

鉱業、工業、商業、観光、電力、雇用 

 

２ 部会の構成員は、審議会で協議して定める。 

３ 部会に、部長 1名、副部長 1名をおき部員の互選により定める。 

４ 部会は、当該部長が招集する。 

５ 部会は、調査審議にあたって必要と認めるときは、専門知識を有する者の意見をきく 

ことができる。 

附「則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附「則（昭和 51年２月２日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附「則（平成６年６月 22日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附「則（平成 10年９月 30 日規則第 13 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附「則（平成 16年 12 月 24 日規則第 19号） 

この規則は、平成 16年 12 月 27 日から施行する。 
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